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福井大学の理念
福井大学は，学術と文化の拠点として，高い倫理観のもと，人々が健やかに暮らせるための科学と技
術に関する世界的水準での教育・研究を推進し，地域，国及び国際社会に貢献し得る人材の育成と，独
創的でかつ地域の特色に鑑みた教育科学研究，先端科学技術研究及び医学研究を行い，専門医療を実践
することを目的としています。
このような理念を踏まえ，福井大学では，次の４点を長期目標として，教育，研究及び社会貢献など
を推進します。
◆長期目標
１．福井大学は，２１世紀のグローバル社会において，高度専門職業人として活躍できる優れた人材を育
成します。





福井大学は，国際的な水準の教育を実施し，学生一人ひとりを徹底的に鍛えます。また，学生，教員が
共に自己研鑽できる環境を提供し，学生の人間としての成長を積極的に支えることにより，高度な専門
性と豊かな社会性を有し，２１世紀のグローバル社会において高度専門職業人として活躍できる人材を育
成・輩出します。





２．福井大学は，教員一人ひとりの創造的な研究を尊重するとともに，本学の地域性等に立脚した研究
拠点を育成し，特色ある研究で世界的に優れた成果を発信します。




福井大学は，教育・医学・工学の分野において，地域で唯一又は最高の教育・研究機関として，教員一
人ひとりの自由で創造的な研究を尊重するとともに，伝統や地域特性を活かした研究拠点を育成し，特
色ある研究で世界的に優れた成果を発信します。




３．福井大学は，優れた教育，研究，医療を通して地域発展をリードし，豊かな社会づくりに貢献しま
す。




福井大学は，教育を通じた豊かな社会づくりの担い手となる人材の育成，研究を通じた新たな知の獲得
や産学官民連携による技術力・社会基盤の強化，また，高度医療の提供や医療人の育成等を通じて，地
域社会の発展をリードし，次代の地域社会や国際社会も視野に入れた豊かな社会づくりに貢献します。




４．福井大学は，ここで学び，働く人々が誇りと希望を持って積極的に活動するために必要な組織・体
制を構築し，社会から頼りにされる元気な大学になります。




福井大学は，学生・教職員が生き生きと教育・研究・社会貢献に取り組み，その成果を発信できる組織
・体制を構築します。同時に，適正な評価に基づいて大学を運営することで社会から付託された大学の
使命に対する説明責任を果たし，個性を輝かせ，社会から頼りにされる元気な大学になります。




総合図書館
医学図書館
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沿 革（旧福井大学まで）
福井師範学校
１８７３（明治６） ／１１ 小学師範学科
１８７４（明治７） ／４ 敦賀県師範学校
１８７５（明治８） ／７ 小学授業法伝習所
１８７７（明治１０）／３ 石川県第三師範学校
石川県第三女子師範学校
滋賀県小浜伝習学校
１８８１（明治１４）／５ 福井県立福井小学師範学校
福井県立小浜小学師範学校
１８８９（明治２２）／１ 福井県尋常師範学校
１８９８（明治３１）／４ 福井県師範学校
１９２８（昭和３） ／４ 福井県福井師範学校
福井県鯖江女子師範学校
１９４３（昭和１８）／４ 福井師範学校
１９４９（昭和２４）／５／３１ 福井大学発足
１９５１（昭和２６）／３ 福井師範学校廃止
福井青年師範学校
１９３８（昭和１３）／６ 福井県立青年学校教員養成所
１９４４（昭和１９）／４ 福井青年師範学校
１９４９（昭和２４）／５／３１ 福井大学発足
１９５１（昭和２６）／３ 福井青年師範学校廃止
福井工業専門学校
１９２３（大正１２）／１２／１０ 福井高等工業学校
１９４４（昭和１９）／４／１ 福井工業専門学校
１９４９（昭和２４）／５／３１ 福井大学発足
１９５１（昭和２６）／３ 福井工業専門学校廃止
正門（昭和２５年頃）
―２―
沿 革
旧福井大学・旧福井医科大学
１９４９（昭和２４）／５／３１ 福井大学発足
学芸学部設置（小学校教員養成課程，中学校教員養成課程，学芸課程）
学芸学部附属小学校，附属中学校設置
工学部設置（建築学科，紡織学科，繊維染料学科）
１９５０～
１９５１（昭和２６）／４／１ 工学部機械学科，電気学科設置
１９５６（昭和３１）／４／１ 工学専攻科設置
１９５９（昭和３４）／４／１ 工学部附属繊維工業研究施設設置
１９６０～
１９６０（昭和３５）／４／１ 工学部応用物理学科設置
１９６１（昭和３６）／４／１ 工学部機械学科を機械工学科に，電気学科を電気工学科に改称
１９６２（昭和３７）／４／１ 工学部工業化学科設置
工学部紡織学科を繊維工学科に改称
１９６３（昭和３８）／３／３１ 学芸学部学芸課程廃止
１９６４（昭和３９）／４／１ 学芸専攻科設置
１９６５（昭和４０）／３／３１ 工学専攻科廃止
／４／１ 学芸学部養護学校教員養成課程設置
大学院工学研究科（建築学専攻，繊維工学専攻，繊維染料学専攻，機械工学専
攻，電気工学専攻，応用物理学専攻）設置
工学部産業機械工学科設置
１９６６（昭和４１）／４／１ 学芸学部を教育学部に，学芸専攻科を教育専攻科に改称
大学院工学研究科工業化学専攻設置
１９６７（昭和４２）／４／１ 工学部電子工学科設置
／６／１ 教育学部附属幼稚園設置
１９６８（昭和４３）／４／１ 工学部建設工学科設置
１９６９（昭和４４）／４／１ 大学院工学研究科産業機械工学専攻設置
１９７０～
１９７１（昭和４６）／４／１ 工学部附属超低温物性実験施設設置
大学院工学研究科電子工学専攻設置
教育学部附属養護学校設置
１９７２（昭和４７）／４／１ 保健管理センター設置
１９７３（昭和４８）／４／１ 大学院工学研究科建設工学専攻設置
１９７５（昭和５０）／４／１ 工学部情報工学科設置
１９７６（昭和５１）／５／１０ 国立医科大学創設準備室設置
１９７７（昭和５２）／４／１ 特殊教育特別専攻科設置
１９７８（昭和５３）／４／１ 国立医科大学創設準備室を福井医科大学創設準備室に改称
／１０／１ 福井医科大学設置
１９７９（昭和５４）／４／１ 大学院工学研究科情報工学専攻設置
教育学部附属教育実践研究指導センター設置
１９８０～ 以降 前半：教育研究組織等後半：医学部附属病院
１９８０（昭和５５）／４／１ 福井医科大学開学
工学部附属繊維工業研究施設を附属繊維・機能性材料研究施設に改称
１９８３（昭和５８）／４／１ 工学部繊維染料学科を応用反応化学科に改組
１９８５（昭和６０）／４／１ 工学部繊維工学科を高分子工学科に改組
１９８６（昭和６１）／４／１ 大学院医学研究科博士課程（形態系専攻，生理系専攻，生化系専攻及び生態系専
攻）設置
１９８７（昭和６２）／４／１ 大学院工学研究科繊維染料学専攻を応用反応化学専攻に改称
１９８８（昭和６３）／４／１ 教育学部情報社会文化課程設置
工学部第一次改組（機械工学科，電子工学科，情報工学科）
―３―
１９８９（平成元）／４／１ 工学部第二次改組（環境設計工学科，材料化学科，生物化学工学科，応用物理学科）
大学院工学研究科繊維工学専攻を高分子工学専攻に改称
１９８９（平成元）／５／２９ 工学部附属繊維・機能性材料研究施設廃止
／６／２８ 医学部附属実験実習機器センター設置
〔医学部附属病院〕
１９８１（昭和５６）／４／１ 創設準備室設置
１９８３（昭和５８）／４／１ 医学部附属病院設置
１９８３（昭和５８）／１０／１ 医学部附属病院開院
１９９０～
１９９１（平成３） ／４／１２ 医学部附属動物実験施設設置
１９９２（平成４） ／３／３１ 教育専攻科廃止
／４／１ 大学院教育学研究科修士課程（学校教育専攻，障害児教育専攻，教科教育専攻）設置
大学院工学研究科機械工学専攻，産業機械工学専攻を機械工学専攻に，電気工学
専攻，電子工学専攻及び情報工学専攻を電子工学専攻，情報工学専攻に改組
／４／１０ 地域共同研究センター設置
１９９３（平成５） ／４／１ 大学院工学研究科修士課程を博士前期課程に再編成
大学院工学研究科博士後期課程（物質工学専攻，システム設計工学専攻）設置
技術部発足
１９９４（平成６） ／４／１ 大学院教育学研究科修士課程（英語教育専修）設置
／５／２０ 高エネルギー医学研究センター設置
／６／２４ 機器分析センター設置
１９９５（平成７） ／４／１ 大学院教育学研究科修士課程（美術教育専修）設置
１９９６（平成８） ／４／１ 大学院教育学研究科修士課程（音楽教育専修，家政教育専修）設置
１９９７（平成９） ／４／１ 医学部看護学科設置
１９９８（平成１０）／５／６ 地域環境研究教育センター設置
１９９９（平成１１）／４／１ 教育学部を教育地域科学部（学校教育課程，地域文化課程，地域社会課程）に改組
特殊教育特別専攻科精神薄弱教育専攻を知的障害教育専攻に改称
福井医科大学保健管理センター設置
工学部を８学科に改組（機械工学科，電気・電子工学科，情報・メディア工学科，建築
建設工学科，材料開発工学科，生物応用化学科，物理工学科，知能システム工学科）
遠赤外領域開発研究センター設置
共通教育センター設置
〔医学部附属病院〕
１９９０（平成２） ／６／８ 救急部設置
１９９３（平成５） ／４／１ 集中治療部設置
１９９５（平成７） ／４／１ 輸血部設置
１９９９（平成１１）／４／１ リハビリテーション部設置
／７／１ 治験管理センター設置
２０００～
２００１（平成１３）／４／１ 教育地域科学部附属教育実践研究指導センターを附属教育実践総合センターに
改組
大学院医学研究科を大学院医学系研究科に改称，修士課程看護学専攻設置
総合情報処理センター設置
２００２（平成１４）／４／１ 大学院工学研究科に独立専攻（ファイバーアメニティ工学専攻）設置
アドミッションセンター設置
２００３（平成１５）／４／１ 大学院工学研究科博士前期課程を改組（機械工学専攻，電気・電子工学専攻，情報
・メディア工学専攻，建築建設工学専攻，材料開発工学専攻，生物応用化学専攻，
物理工学専攻）し，知能システム工学専攻設置
留学生センター設置
ベンチャ ・ービジネス・ラボラトリー設置
〔医学部附属病院〕
２０００（平成１２）／４／１ 医療情報部設置
２００１（平成１３）／４／１ 光学医療診療部設置
２００２（平成１４）／４／１ 病理部，総合診療部及び医療安全管理部設置
２００３（平成１５）／３／１ 卒後臨床研修センター設置
―４―
福井大学
２００３（平成１５）／１０／１ 旧福井大学と旧福井医科大学が統合し，新福井大学が開学
機器分析センター，医学部附属実験実習機器センター，医学部附属動物実験施設及
び医学部附属放射性同位元素実験施設を改組し，総合実験研究支援センター設置
２００４（平成１６）／２／４ 知的財産本部設置
／４／１ 国立大学法人福井大学が発足し，福井大学を設置
大学院工学研究科に独立専攻（原子力・エネルギー安全工学専攻）設置
広報センター設置
／１０／６ ＣＯＥ推進本部設置
２００５（平成１７）／３／９ 大型研究プロジェクト推進本部設置
産学官連携推進機構設置
２００５（平成１７）／４／１ 生命科学複合研究教育センター設置
／６／２２ 災害ボランティア活動支援センター設置
／１２／１４ 工学部機械実習工場を工学部先端科学技術育成センターに改組
２００６（平成１８）／４／１ 地域貢献推進センター設置
技術部を改組し、工学部技術部設置
２００７（平成１９）／２／１ 国際交流推進機構設置
教育地域科学部附属養護学校を特別支援学校に名称変更
／４／１ 大学院工学研究科附属繊維工業研究センター設置
／１１／１ 産学官連携推進機構（地域共同研究センター，ベンチャ ・ービジネス・ラボラトリ
ー，知的財産本部，大型研究プロジェクト推進本部）及び総合実験研究支援セン
ター理工学研究支援分野を改組し，産学官連携本部設置
２００８（平成２０）／４／１ 教育地域科学部地域文化課程，地域社会課程を地域科学課程に改組
大学院教育学研究科修士課程学校教育専攻，障害児教育専攻及び教科教育専攻
を，学校教育専攻，教科教育専攻に改組
大学院教育学研究科教職開発専攻（教職大学院）設置
大学院医学系研究科博士課程形態系専攻，生理系専攻，生化系専攻及び生態系専
攻を，医科学専攻，先端応用医学専攻に改組
２００８（平成２０）／１１／１ 総合実験研究支援センターを改組し，ライフサイエンス支援センター設置
トランスレーショナルリサーチ推進センター設置
ライフサイエンスイノベーション推進機構設置
２００９（平成２１）／４／１ 附属国際原子力工学研究所設置
保育施設「はなみずき保育園」開園
総合情報処理センターを改組し，総合情報基盤センター設置
／９／１５ 高等教育推進センター設置
重点研究高度化推進本部設置
／９／１７ 大学院医学系研究科附属子どもの発達研究センター設置
〔医学部附属病院〕
２００３（平成１５）／１０／３ 地域医療連携センター設置
２００４（平成１６）／１０／１ 医療安全管理部を改組し、医療環境制御センター設置
２００５（平成１７）／１２／１ 材料部を改組し，メディカルサプライセンター設置
２００６（平成１８）／４／１ 臓器別診療科体制に移行（１７診療科を２５診療科に）
地域医療連携センターを改組し，地域医療連携部設置
栄養管理室を改組し，栄養部設置
診療情報管理部設置
／８／１ がん診療推進センター設置
２００７（平成１９）／２／１ 人工腎臓部を改組し，血液浄化療法部設置
／４／１ 治験管理センターを改組し，治験・先進医療センター設置
２００９（平成２１）／３／１ 診療支援部設置
／４／１ 遺伝診療部設置
卒後臨床研修センターを改組し，臨床教育研修センター設置
２０１０～
２０１０（平成２２）／１／２１ 大学院医学系研究科附属看護キャリアアップセンター設置
／３／３１ 特殊教育特別専攻科廃止
／４／１ 医学部附属地域医療推進センター設置
―５―
組 織
学 校 教 育 課 程 Ａ
地 域 科 学 課 程（学 部） （附属図書館）
教育地域科学部 附属教育実践総合センター 附 属 図 書 館
総合自然教育センター （産学官連携本部）
附 属 学 校 （幼稚園，小，中，特別支援） 産 学 官 連 携 本 部
国
際
交
流
推
進
機
構
（学内共同教育研究施設等）
医 学 科 診 療 科 附属国際原子力工学研究所
医 学 部 看 護 学 科 中 央 診 療 施 設 高エネルギー医学研究センター





検査部、手術部
放射線部、メディカルサプライセンター附 属 病 院 遠赤外領域開発研究センター
附属地域医療推進センター 総合情報基盤センター特 殊 診 療 施 設







救急部、集中治療部、輸血部
リハビリテーション部
医療情報部、光学医療診療部
病理部、総合診療部
血液浄化療法部、分娩部
未熟児診療部、遺伝診療部







アドミッションセンター機 械 工 学 科
留 学 生 セ ン タ ー ラ
イ
フ
サ
イ
エ
ン
ス
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
推
進
機
構
電気・電子工学科
ライフサイエンス支援センター情報・メディア工学科
地域環境研究教育センター建 築 建 設 工 学 科 薬 剤 部
生命科学複合研究教育センター工 学 部 材 料 開 発 工 学 科 看 護 部
学長選考会議 トランスレーショナルリサーチ推進センター生 物 応 用 化 学 科 治験・先進医療センター
高等教育推進センター物 理 工 学 科 臨床教育研修センター
共通教育センタ （ー教・工）知能システム工学科 医療環境制御センター
経営協議会 Ｃ Ｏ Ｅ 推 進 本 部附属超低温物性実験施設 診 療 情 報 管 理 部
重点研究高度化推進本部
教育研究評議会 先端科学技術育成センター 地 域 医 療 連 携 部 他
工 学 部 技 術 部 栄 養 部
（保健管理センター）がん診療推進センター
（修士課程） 保健管理センター
診 療 支 援 部
（大 学 院） 学 校 教 育 専 攻全 学
委員会
（厚生補導施設）広 報 室
教育学研究科 教 科 教 育 専 攻役員会 国際交流学生宿舎
（教職大学院の課程） 他学 長
教 職 開 発 専 攻 （事務局）
理 事 事 務 局
（修士課程）
看 護 学 専 攻
副 学 長 経 営 戦 略 課医学系研究科 （博士課程）
監 査 室 総合戦略部門 研 究 推 進 課医 科 学 専 攻
学長特別補佐 広 報 室先端応用医学専攻
監 事
（附属施設）
総 務 課附属子どもの発達研究センター
総 務 部 人 事 労 務 課附属看護キャリアアップセンター
広 報 セ ン タ ー 松岡キャンパス総務室
（博士前期課程）災害ボランティア活動支援センター 教育地域科学部支援室
機 械 工 学 専 攻地域貢献推進センター 工 学 部 支 援 室
電気・電子工学専攻
情報・メディア工学専攻 財 務 課
建築建設工学専攻 財 務 部 施 設 企 画 課
材料開発工学専攻 環 境 整 備 課
工 学 研 究 科 生物応用化学専攻
物 理 工 学 専 攻 教 務 課
知能システム工学専攻 学生サービス課
ファイバーアメニティ工学専攻 （独立専攻） 学 務 部 入 試 課
原子力・エネルギー安全工学専攻 （独立専攻） 学 術 情 報 課
（博士後期課程） 就 職 支 援 室
物 質 工 学 専 攻 松岡キャンパス学務室
システム設計工学専攻
ファイバーアメニティ工学専攻 （独立専攻） 総 務 管 理 課
原子力・エネルギー安全工学専攻 （独立専攻） 病 院 部 経 営 企 画 課
（附属施設） 医療サービス課
附属繊維工業研究センター
障害者就労支援室
Ａ
―６―
〔学 部〕
学 部 課程・学科 講 座 専門分野・領域
教育地域科学部 学校教育課程 言語教育講座 国語学、国文学、漢文学、書道、国語科教育、英語学、
英米文学、英語科教育
理数教育講座 代数学、幾何学、解析学、応用数学、数学科教育、
物理学、化学、生物学、地学、理科教育
芸術・保健体育教育講座 器楽、声楽、作曲、音楽科教育、絵画、彫塑、構成、
美術科教育、体育史、体育学、運動学、
保健体育科教育
生活科学教育講座 電気、機械、情報技術、技術科教育、食物学、被服学、
保育学、家庭科教育
社会系教育講座 歴史学、地理学、法律学、経済学、哲学、倫理学、
社会科教育
発達科学講座 教育学、教育方法学、教育社会学、教育心理学、
発達心理学、障害児教育、障害児心理、障害児病理、
学校経営学
地域科学課程 地域政策講座 法律学、政治学、社会学、経済学、経営情報学、
家庭管理、地理学、住居学、生物学、環境科学、
統計学、情報技術
人間文化講座 音楽学、美術理論・美術史、生涯学習、博物館情報学、
生理学及び衛生学、教育心理学、運動学、中国語、
言語学、英語学、英米文学、英語コミュニケーション、
独語、仏語
医学部 医学科 形態機能医科学講座 行動基礎科学、運動・スポーツ医学、
人体解剖学・神経科学、組織細胞形態学・神経科学、
分子生理学、統合生理学
病因病態医学講座 腫瘍病理学、分子病理学、微生物学、
免疫学・寄生虫学
生命情報医科学講座 医用統計学・数学、生命物質科学、分子生命化学、
病態遺伝生化学、分子遺伝学、分子生体情報学、
薬理学
国際社会医学講座 医療倫理学、医療経済学、応用言語学（医学英語）、
医療人文学、高次脳機能、環境保健学、
法医学・人類遺伝学、医療倫理・医療安全学
病態制御医学講座 内科学（１）、内科学（２）、内科学（３）、腎臓病態内科学、
小児科学、精神医学、救急医学
器官制御医学講座 外科学（１）、外科学（２）、整形外科学、麻酔・蘇生学、
産科婦人科学、泌尿器科学
感覚運動医学講座 皮膚科学、脳脊髄神経外科学、眼科学、
耳鼻咽喉科・頭頸部外科学、歯科口腔外科学
病態解析医学講座 放射線医学、検査医学
（寄附講座）
（寄附講座）
地域プライマリケア講座
地域医療推進講座
看護学科 基礎看護学講座 基礎看護学、生命基礎科学、健康科学
臨床看護学講座 成人・老人看護学、母子看護学・助産学
地域看護学講座 地域看護学、精神看護学、環境科学
工学部 機械工学科 機能創成工学、熱流体システム、
システム制御工学
電気・電子工学科 電子物性、エネルギー工学、
システム工学
情報・メディア工学科 計算機・通信、メディア情報処理
建築建設工学科 環境構造工学、都市建築設計
材料開発工学科 エネルギ ・ー物質変換化学、
インテリジェント材料、
生産加工プロセス
生物応用化学科 応用化学、生物化学工学
物理工学科 数理・量子科学、物性・電磁物理、
分子科学
知能システム工学科 知能基礎、知能処理、
支援システム
―７―
〔大学院〕
研 究 科 課 程 専 攻 領域・講座等
教育学研究科 修士課程 学校教育専攻
教科教育専攻 国語教育領域、社会科教育領域、数学教育領域、
理科教育領域、芸術教育領域、保健体育教育領域、
生活科学教育領域、英語教育領域
教職大学院の課程 教職開発専攻 教育方法学、教育実践史、幼児教育、教育臨床心理学、
社会教育学、障害児教育・教師教育、
協働研究マネジメント、コミュニティとしての学校
と教師の力量形成、カリキュラム・授業改革
医学系研究科 修士課程 看護学専攻
博士課程 医科学専攻
先端応用医学専攻
工学研究科 博士前期課程 機械工学専攻 機能創成工学、熱流体システム、システム制御工学
電気・電子工学専攻 電子物性、エネルギー工学、システム工学
情報・メディア工学専攻 計算機・通信、メディア情報処理
建築建設工学専攻 環境構造工学、都市建築設計
材料開発工学専攻 エネルギ ・ー物質変換化学、インテリジェント材料、
生産加工プロセス
生物応用化学専攻 応用化学、生物化学工学
物理工学専攻 数理・量子科学、物性・電磁物理、分子科学
知能システム工学専攻 知能基礎、知能処理、支援システム
ファイバーアメニティ工学専攻 インテリジェントファイバー工学、光情報工学、
アメニティ工学、
（連携講座） フロンティア・ファイバー工学
原子力・エネルギー安全工学専攻 原子力安全工学、地域共生工学、
（連携講座） 原子力発電安全工学、プラントシステム安全工学
（寄附講座） 加速器応用工学
博士後期課程 物質工学専攻 物理工学、分子工学、生物応用化学、物質加工学
システム設計工学専攻 知識情報システム、電子システム、
エネルギーシステム、建築都市システム
ファイバーアメニティ工学専攻 インテリジェントファイバー工学、光情報工学、
アメニティ工学、
（連携講座） フロンティア・ファイバー工学
原子力・エネルギー安全工学専攻 原子力安全工学、地域共生工学、
（連携講座） 原子力発電安全工学、プラントシステム安全工学
（寄附講座） 加速器応用工学
―８―
役員及び職員数
〔役員数〕 平成２２年５月１日現在
（ ）内は非常勤で内数
〔職員数〕 平成２２年５月１日現在
学 長 理 事 監 事 合 計
１ ６（３） ２（１） ９（４）
区 分
教
授
准
教
授
講
師
助
教
助
手
教
諭
養
護
教
諭
栄
養
教
諭
計
事
務
等
職
員
合
計
男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女
事 務 局 １６１１１５ ２７６
教 育 地 域 科 学 部 ４１ ４ ２３ ８ ４ ３ ３ ８６ １ ８７
教育地域科学部附属
教育実践総合センター １ ２ １ ４ ４
大学院教育学研究科 ４ ２ ２ １ １ １０ １０
教 育 地 域 科 学 部
附 属 幼 稚 園 ６ １ ７ ７
教 育 地 域 科 学 部
附 属 小 学 校 ７ １０ １ １ １９ １９
教 育 地 域 科 学 部
附 属 中 学 校 １１ ７ １ １９ １９
教 育 地 域 科 学 部
附属特別支援学 校 １４ １６ １ １ ３２ ３２
小 計 ４５ ６ ２６ １１ ５ ４ ３ ３２ ３９ ４ ２１７７ １ １７８
医 学 部 ３９ ４ ３１ ４ ６ ７ ５９ ２２ １ １７３ ７ ７ １８７
医 学 部 附 属 病 院 ２ ５ ３０ ２ ４０ ６ ８５１１２５１０ ７０７
小 計 ４１ ４ ３６ ４ ３６ ９ ９９ ２８ １ ２５８１１９５１７ ８９４
工 学 部 技 術 部 ２１ ２１
大学院工学研究 科 ７３ ５６ ２ １４ １２ １ １５８ １５８
小 計 ７３ ５６ ２ １４ １２ １ １５８ ２１ １７９
産 学 官 連 携 本 部 １ ２ ３ ３
高エネルギー医 学
研 究 セ ン タ ー １ １ ２ １ ５ ５
遠 赤 外 領 域 開 発
研 究 セ ン タ ー ４ ３ ７ ７
総合情報基盤センター １ １ １
アドミッションセンター １ １ １
留 学 生 セ ン タ ー ２ １ １ １ ５ ５
ライフサイエン ス
支 援 セ ン タ ー ２ ２ １ ５ ５
保健管理センタ ー １ １ １ ３ ３
合 計 １６８ １１１２９ １８ ５６ １４１１３ ３０ ２ ５ ３２ ３９ ４ ２６２３３０２６３２１，５５７
―９―
役職員等
〔役 員〕
〔副学長〕
〔学部長等〕
〔学長特別補佐〕
〔施設長等〕
学長 福 田 優
理事（副学長） 教育・学生 寺 岡 英 男
理事（副学長） 研究・評価 眞 弓 光 文
理事（事務局長） 経営・大学改革 高 梨 桂 治
理事（非常勤） 運営全般 前 田 征 利
理事（非常勤） 運営全般 吉 田 優一郎
理事（非常勤） 運営全般 吉 村 融
監事 古 森 勲
監事（非常勤） 舟 木 幸 雄
副学長 広報・地域貢献 櫻 井 康 宏
国際交流 （副学長（研究・評価）） 眞 弓 光 文
医療 （医学部附属病院長） 山 口 明 夫
学部長 教育地域科学部長 梅 澤 章 男
医学部長 上 田 孝 典
工学部長 小 倉 久 和
医学部附属病院長 山 口 明 夫
大学院研究科長 教育学研究科長 梅 澤 章 男
医学系研究科長 上 田 孝 典
工学研究科長 小 倉 久 和
附属図書館長 （総合図書館長） 田 村 信 介
（医学図書館長） 赤 木 好 男
産学官連携本部長 山 本  勇
学長特別補佐 教育地域科学部 伊 藤 勇
三 橋 美 典
医学部 内 木 宏 延
安 田 年 博
工学部 岩 井 善 郎
林 明 久
学内共同教育研究施設等の長
国際交流推進機構長 （副学長（研究・評価）） 眞 弓 光 文
附属国際原子力工学研究所長 竹 田 敏 一
高エネルギー医学研究センター長 岡 沢 秀 彦
遠赤外領域開発研究センター長 齊 藤 輝 雄
総合情報基盤センター長 堀 俊 和
アドミッションセンター長 （副学長（教育・学生）） 寺 岡 英 男
留学生センター長 （副学長（教育・学生）） 寺 岡 英 男
ライフサイエンス支援センター長 横 田 義 史
地域環境研究教育センター長 福 原 輝 幸
生命科学複合研究教育センター長 佐 藤 真
トランスレーショナルリサーチ推進センター長 宮 本 薫
高等教育推進センター長 （副学長（教育・学生）） 寺 岡 英 男
ライフサイエンスイノベーション推進機構長 村 松 郁 延
共通教育センター長 山 根 清 志
広報センター長 飛 田 英 孝
ＣＯＥ推進本部長 （学 長） 福 田 優
災害ボランティア活動支援センター長 （副学長（広報・地域貢献）） 櫻 井 康 宏
地域貢献推進センター長 （副学長（広報・地域貢献）） 櫻 井 康 宏
保健管理センター所長 （副学長（研究・評価）） 眞 弓 光 文
情報化統括責任者（ＣＩＯ） （理事（経営・大学改革）） 高 梨 桂 治
平成２２年５月１日現在
―１０―
〔経営協議会〕
〔教育研究評議会〕
〔事務局部長〕
学部附属教育研究施設等の長
学部の学科長 医学部 医学科長 宮 本 薫
看護学科長 重 松 陽 介
大学院の専攻長 教育学研究科教職大学院の課程 教職開発専攻長 松 木 健 一
（工学研究科にあっては、工学研究科博士前期課程 機械工学専攻長 鞍 谷 文 保
工学部学科長を兼務） （工学部） 電気・電子工学専攻長 勝 山 俊 夫
情報・メディア工学専攻長 山 田 徳 史
建築建設工学専攻長 川 上 洋 司
材料開発工学専攻長 櫻 井 謙 資
生物応用化学専攻長 前 田 寧
物理工学専攻長 菊 池 彦 光
知能システム工学専攻長 浪 花 智 英
ファイバーアメニティ工学専攻長 家 元 良 幸
原子力・エネルギー安全工学専攻長 仁 木 秀 明
工学研究科博士後期課程 物質工学専攻長 堀 邊 稔
システム設計工学専攻長 都 司 達 夫
ファイバーアメニティ工学専攻長 家 元 良 幸
原子力・エネルギー安全工学専攻長 仁 木 秀 明
教育地域科学部附属教育実践総合センター長 宗 倉 啓
教育地域科学部総合自然教育センター長 山 本 博 文
教育地域科学部附属学校（園）長 附属幼稚園長 奥 野 信 一
附属小学校長 伊 禮 三 之
附属中学校長 荒 井 紀 子
附属特別支援学校長 森 透
工学部附属超低温物性実験施設長 光 藤 誠太郎
工学部先端科学技術育成センター長 服 部 修 次
工学部技術部長 （工学部長） 小 倉 久 和
工学研究科附属繊維工業研究センター長 家 元 良 幸
役職指定の委員 学長，理事（教育・学生），理事（研究・評価），理事（経営・大学改革），
教育地域科学部長，医学部長，工学部長，医学部附属病院長
学外有職者 福井県副知事 旭 信 昭
セーレン（株）代表取締役社長 川 田 達 男
三菱重工業（株）原子力事業本部原子力技術センター長 駒 野 康 男
（独）国立科学科学博物館顧問 佐々木 正 峰
滋賀県立成人病センター総長兼病院長 笹 田 昌 孝
（株）松浦機械製作所代表取締役会長 松 浦 正 則
白梅学園大学教授 無 藤 隆
福井テレビジョン放送（株）代表取締役会長 山 崎 幸 雄
本田技研工業（株）特別顧問 吉 野 浩 行
（独）放射線医学総合研究所理事長 米 倉 義 晴
役職指定の委員 学長，理事（教育・学生），理事（研究・評価），理事（経営・大学改革），
教育地域科学部長，医学部長，工学部長，附属図書館長，医学部附属病院長
学部の教員 教育地域科学部 木 村 亮
中 田 隆 二
山 根 清 志
医学部 佐 藤 真
内 木 宏 延
重 松 陽 介
工学部 池 田 功 夫
小野田 信 春
堀 照 夫
学長指名の教員 （副学長（広報・地域貢献）） 櫻 井 康 宏
（産学官連携本部長） 山 本  勇
（副学長（国際交流）） －
総務部長 内 山 芳 樹
財務部長 宮 崎 康 之
学務部長 【事務取扱（事務局長）】 高 梨 桂 治
病院部長 菅 原 豊 彦
―１１―
学生数
〔学 部〕 平成２２年５月１日現在
〔大学院〕 平成２２年５月１日現在
（ ）内は外国人留学生で内数
（ ）内は外国人留学生で内数
学
部
課程・学科
定 員 現 員
学生定員
充足率
（Ｂ）／（Ａ）
入学
定員
２年次
後期
編入学
３年次
編入学
収容
定員
（Ａ）
１年次 ２年次 ３年次 ４年次 ５年次 ６年次 合 計（Ｂ）
教
育
地
域
科
学
部
学校教育課程 １００ ４００ １０１ １０９ １１０（１） １２２ ４４２（１）１１０．５％
地域文化課程 ３０ ３４（２） ３４（２）１１３．３％
地域社会課程 ３０ ３６（１） ３６（１）１２０．０％
地域科学課程 ６０ １８０ ６０ ６１ ６０ １８１ １００．６％
小 計 １６０ ６４０ １６１ １７０ １７０（１） １９２（３） ６９３（４）１０８．３％
医
学
部
医 学 科 １１０ ５ ６２０ １１０ １２０ ９４ ９９ ９９ １０３ ６２５ １００．８％
看 護 学 科 ６０ １０ ２６０ ６１ ６０ ６３ ６９ ２５３ ９７．３％
小 計 １７０ ５ １０ ８８０ １７１ １８０ １５７ １６８ ９９ １０３ ８７８ ９９．８％
工
学
部
機械工 学 科 ７５ ５ ３１０ ８１（４） ８２（３） ８６（３） １２１（４） ３７０（１４）１１９．４％
電気・電子工学科 ６４ ５ ２６６ ６９（４） ７４（８） ９３（１０） １３２（１２） ３６８（３４）１３８．３％
情報・メディア工学科 ６５ １０ ２８０ ７１（２） ６６ ８１（１） １０９（２） ３２７（５）１１６．８％
建築建設工学科 ６５ １０ ２８０ ７２（１） ７０（１） ７５（２） ９８（３） ３１５（７）１１２．５％
材料開発工学科 ７５ ３００ ８２（２） ８４（１） ８５（１） １１０ ３６１（４）１２０．３％
生物応用化学科 ６５ ２６０ ６８（１） ７０ ７３（２） ７９（１） ２９０（４）１１１．５％
物理工 学 科 ５１ ２０４ ５１ ５０ ５７ ７６ ２３４ １１４．７％
知能システム工学科 ６５ ２６０ ７１ ６９ ７６ １０４ ３２０ １２３．１％
小 計 ５２５ ３０２，１６０ ５６５（１４） ５６５（１３） ６２６（１９） ８２９（２２） ２，５８５（６８）１１９．７％
合 計 ８５５ ５ ４０３，６８０ ８９７（１４） ９１５（１３） ９５３（２０）１，１８９（２５） ９９ １０３ ４，１５６（７２）１１２．９％
研
究
科
課 程 専 攻
定 員 現 員 学生定員
充足率
（Ｂ）／（Ａ）入学定員
収容定員
（Ａ） １年次 ２年次 ３年次 ４年次
合 計
（Ｂ）
教
育
学
研
究
科
修 士 課 程
学 校 教 育 専 攻 １２ ２４ １０ １５（１） ２５（１） １０４．２％
障 害 児 教 育 専 攻 １ １
教 科 教 育 専 攻 ２５ ５０ ３０（５） ３３（７） ６３（１２）１２６．０％
小 計 ３７ ７４ ４０（５） ４９（８） ８９（１３）１２０．３％
教職大学院の課程 教 職 開 発 専 攻 ３０ ６０ ２９ ２３ ５２ ８６．７％小 計 ３０ ６０ ２９ ２３ ５２ ８６．７％
計 ６７ １３４ ６９（５） ７２（８） １４１（１３）１０５．２％
医
学
系
研
究
科
修 士 課 程 看 護 学 専 攻 １２ ２４ １２ １０ ２２ ９１．７％小 計 １２ ２４ １２ １０ ２２ ９１．７％
博 士 課 程
形 態 系 専 攻 ７ １ ６（１） ７（１） １００．０％
生 理 系 専 攻 ９ ３ １６（１） １９（１） ２１１．１％
生 化 系 専 攻 ９ １ ２ ２０（１） ２３（１） ２５５．６％
生 態 系 専 攻 ５ １ １ ２０．０％
医 科 学 専 攻 ５ １５ １ １ １ ３ ２０．０％
先 端 応 用 医 学 専 攻 ２５ ７５ １９（１） １５（１） ６（１） ４０（３） ５３．３％
小 計 ３０ １２０ ２０（１） １７（１） １４（１） ４２（３） ９３（６） ７７．５％
計 ４２ １４４ ３２（１） ２７（１） １４（１） ４２（３） １１５（６） ７９．９％
工
学
研
究
科
博士前期課程
機 械 工 学 専 攻 ２５ ５０ ４１（９） ２７（３） ６８（１２）１３６．０％
電気・電子工学専攻 ２０ ４０ ３０（４） ３２（１） ６２（５） １５５．０％
情報・メディア工学専攻 ２３ ４６ ３５（４） ２４（３） ５９（７） １２８．３％
建 築 建 設 工 学 専 攻 ２２ ４４ ２３（１） ３２（４） ５５（５） １２５．０％
材 料 開 発 工 学 専 攻 ２４ ４８ ３１（２） ２９（２） ６０（４） １２５．０％
生 物 応 用 化 学 専 攻 ２１ ４２ ３５（４） ２５（１） ６０（５） １４２．９％
物 理 工 学 専 攻 １４ ２８ ２８（６） １８ ４６（６） １６４．３％
知能システム工学専攻 ２７ ５４ ３１（１） ２５（３） ５６（４） １０３．７％
ファイバーアメニティ工学専攻 ３６ ７２ ２６（４） １７（５） ４３（９） ５９．７％
原子力・エネルギー安全工学専攻 ２７ ５４ ３２（１） ２３（１） ５５（２） １０１．９％
小 計 ２３９ ４７８ ３１２（３６） ２５２（２３） ５６４（５９）１１８．０％
博士後期課程
物 質 工 学 専 攻 ６ １８ １１ ５（３） ８（４） ２４（７） １３３．３％
システム設計工学専攻 ７ ２１ １４（６） １０（５） ２１（８） ４５（１９）２１４．３％
ファイバーアメニティ工学専攻 １５ ４５ ５（１） ６（３） １７（７） ２８（１１） ６２．２％
原子力・エネルギー安全工学専攻 １２ ３６ ５（１） ５ ６（３） １６（４） ４４．４％
小 計 ４０ １２０ ３５（８） ２６（１１） ５２（２２） １１３（４１） ９４．２％
計 ２７９ ５９８ ３４７（４４） ２７８（３４） ５２（２２） ６７７（１００）１１３．２％
合 計 ３８８ ８７６ ４４８（５０） ３７７（４３） ６６（２３） ４２（３） ９３３（１１９）１０６．５％
―１２―
〔研究生・科目等履修生等〕 平成２２年５月１日現在
教育地域科学部附属学校園
〔園児・児童・生徒の定員・現員及び学級数〕 平成２２年５月１日現在
（ ）内は外国人留学生で内数
区 分 教育地域科学部 医 学 部 工 学 部 教育学研究科 医学系研究科 工学研究科 合 計
研 究 生 ２ （１） １７ ３ （３） ４ （４） ２ （１） ２８ （９）
科目等履修生 ８ （１） ３ １ １２ （１）
特別研究学生 １ （１） １ （１） １ （１） ３ （３）
特別聴講学生 １５ （１５） １７ （１７） ３２ （３２）
計 ２５ （１７） １７ ２３ （２０） ５ （５） １ （１） ４ （２） ７５ （４５）
校名 教育地域科学部附属幼稚園 教育地域科学部附属小学校 教育地域科学部附属中学校
学 年 ３歳児 ４歳児 ５歳児 計 １ ２ ３ ４ ５ ６ 計 １ ２ ３ 計
学級数 １ ２ ２ ５ ２ ２ ２ ２ ２ ２ １２ ３ ３ ３ ９
定 員 ２０ ７０ ７０ １６０ ８０ ８０ ８０ ８０ ８０ ８０ ４８０ １２０ １２０ １２０ ３６０
現 員 ３４ ４４ ４６ １２４ ７０ ７９ ７５ ７２ ７３ ７２ ４４１ １２０ １１６ １１６ ３５２
校名 教育地域科学部附属特別支援学校
学 年
小 学 部 中 学 部 高 等 部
合 計
低 中 高 計 中１ 中２ 中３ 計 高１ 高２ 高３ 計
学級数 １ １ １ ３ １ １ １ ３ １ １ １ ３ ９
定 員 ６ ６ ６ １８ ６ ６ ６ １８ ８ ８ ８ ２４ ６０
現 員 ６ ６ ６ １８ ７ ５ ６ １８ ９ ５ ６ ２０ ５６
―１３―
入学者状況
〔学 部〕 平成２２年度
〔出身高校の地区別入学者数〕 平成２２年度
【東北】：青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島 【関東】：茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川
【北陸・甲信越】：新潟、富山、石川、福井、山梨、長野 【東海】：岐阜、静岡、愛知、三重 【近畿】：滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山
【中国】：鳥取、島根、岡山、広島、山口 【四国】：徳島、香川、愛媛、高知 【九州】：福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄
【その他】：外国の学校修了、専修学校高等課程修了、高卒認定
〔３年次編入学〕 平成２２年度
〔２年次後期編入学〕 平成２１年度
工学部にはマレーシア政府派遣留学生を含む
医学科一般入試受験者分は２段階選抜後の受験者数を加算
ＡＯ入試及び医学科推薦入試受験者分は最終選考の受験者数を加算
学部 課程・学科 コ ー ス 入学定員（Ａ） 志願者数 受験者数 合格者数
入学者数
（Ｂ）
学生定員
充足率
（Ｂ）／（Ａ）
教
育
地
域
科
学
部
学校教育課程
言語教育 ２０ １１１ ７６ ２２ ２１ １０５．０％
理数教育 ２０ ５３ ４７ ２０ ２０ １００．０％
芸術・保健体育教育 １５ ６４ ５６ １７ １５ １００．０％
生活科学教育 １０ ４２ ３１ １１ １０ １００．０％
社会系教育 １０ ４４ ３５ １０ １０ １００．０％
教育実践科学 ７ ２９ １７ ７ ７ １００．０％
臨床教育科学 ８ ７６ ５５ ８ ８ １００．０％
障害児教育 １０ ８０ ５６ １０ １０ １００．０％
地域科学課程 ６０ ２８９ １８８ ６３ ６０ １００．０％
計 １６０ ７８８ ５６１ １６８ １６１ １００．６％
医
学
部
医学科 １１０ ３５５ ２０４ １１０ １１０ １００．０％
看護学科 ６０ １８４ １４６ ６１ ６０ １００．０％
計 １７０ ５３９ ３５０ １７１ １７０ １００．０％
工
学
部
機械工学科 ７５ ３１２ １６２ ８８ ８１ １０８．０％
電気・電子工学科 ６４ ３０６ １４９ ７６ ６９ １０７．８％
情報・メディア工学科 ６５ １９７ １２５ ７４ ７１ １０９．２％
建築建設工学科 ６５ １９９ １５５ ７６ ７２ １１０．８％
材料開発工学科 ７５ ２９１ １９９ ９２ ８２ １０９．３％
生物応用化学科 ６５ １６３ １０４ ７９ ６７ １０３．１％
物理工学科 ５１ ３０７ １７２ ７１ ５１ １００．０％
知能システム工学科 ６５ ２４７ １８５ ７６ ７１ １０９．２％
計 ５２５ ２，０２２ １，２５１ ６３２ ５６４ １０７．４％
合 計 ８５５ ３，３４９ ２，１６２ ９７１ ８９５ １０４．７％
学部 学 科 編入学定員（Ａ） 志願者数 受験者数 合格者数
編入学者数
（Ｂ）
学生定員
充足率
（Ｂ）／（Ａ）
医学部 看護学科 １０ １６ ８ ８ ６ ６０．０％
工学部 全学科 ３０ １３８ １１２ ６０ ４５ １５０．０％
合 計 ４０ １５４ １２０ ６８ ５１ １２７．５％
学部 学 科 編入学定員（Ａ） 志願者数 受験者数 合格者数
編入学者数
（Ｂ）
学生定員
充足率
（Ｂ）／（Ａ）
医学部 医学科 ５ ２２４ ２１６ ７ ５ １００．０％
地 区 北海道 東北 関東 北陸・甲信越 東海 近畿 中国 四国 九州 その他 合計福井県 福井県外
教育地域科学部 ２ １４２ ９ ３ ３ １ １ １６１（８８．２％）
医 学 部 ３ １３ ７２ １５ ３５ ２５ ２ ２ ２ １ １７０（４２．４％）
工 学 部 ３ ８ １９９ ６５ ２０１ ６６ ３ ３ ２ １４ ５６４（３５．３％）
合 計 ８ ２１ ４１３ ８９ ２３９ ９４ ６ ５ ５ １５ ８９５（４６．１％）
―１４―
〔大学院〕 平成２２年度
〔１０月入学〕 平成２１年度
教職開発専攻の入学者には、学校教育専攻からの転専攻者（１名）を含む。
研究科 課 程 専攻・領域・コース 入学定員（Ａ） 志願者数 受験者数 合格者数
入学者数
（Ｂ）
学生定員
充足率
（Ｂ）／（Ａ）
教育学
研究科
修士課程
学校教育専攻 １２ １３ １２ １１ １０ ８３．３％
教科教育
専攻
国語教育領域
２５
８ ８ ７ ７
１２０．０％
社会科教育領域 ３ ３ ３ ２
数学教育領域 ０ ０ ０ ０
理科教育領域 ２ ２ １ ０
芸術教育領域（音楽・美術） １１ １０ ８ ８
保健体育教育領域 ４ ４ ４ ３
生活科学教育領域（技術・家政） ６ ６ ５ ４
英語教育領域 ６ ６ ６ ６
小 計 ３７ ５３ ５１ ４５ ４０ １０８．１％
教職大学院
の課程
教職開発
専攻
教職専門性開発コース １５ ８ ８ ８ ９ ６０．０％
スクールリーダー養成コース １５ ２０ ２０ ２０ ２０ １３３．３％
小 計 ３０ ２８ ２８ ２８ ２９ ９６．７％
計 ６７ ８１ ７９ ７３ ６９ １０３．０％
医学系
研究科
修士課程
看護学専攻 １２ １２ １２ １２ １２ １００．０％
小 計 １２ １２ １２ １２ １２ １００．０％
博士課程
医科学専攻 ５ ０ ０ ０ ０ ０．０％
先端応用医学専攻 ２５ １０ １０ １０ １０ ４０．０％
小 計 ３０ １０ １０ １０ １０ ３３．３％
計 ４２ ２２ ２２ ２２ ２２ ５２．４％
工 学
研究科
博士前期
課程
機械工学専攻 ２５ ４８ ４８ ４１ ４１ １６４．０％
電気・電子工学専攻 ２０ ３７ ３６ ３３ ３０ １５０．０％
情報・メディア工学専攻 ２３ ４２ ４０ ３６ ３５ １５２．２％
建築建設工学専攻 ２２ ４０ ３８ ２７ ２３ １０４．５％
材料開発工学専攻 ２４ ３９ ３９ ３２ ３１ １２９．２％
生物応用化学専攻 ２１ ３７ ３７ ３５ ３５ １６６．７％
物理工学専攻 １４ ２９ ２９ ２９ ２８ ２００．０％
知能システム工学専攻 ２７ ３７ ３５ ３３ ３１ １１４．８％
ファイバーアメニティ工学専攻 ３６ ２７ ２７ ２７ ２６ ７２．２％
原子力・エネルギー安全工学専攻 ２７ ３７ ３６ ３６ ３２ １１８．５％
小 計 ２３９ ３７３ ３６５ ３２９ ３１２ １３０．５％
博士後期
課程
物質工学専攻 ６ １０ １０ １０ １０ １６６．７％
システム設計工学専攻 ７ １０ １０ １０ １０ １４２．９％
ファイバーアメニティ工学専攻 １５ ３ ３ ３ ３ ２０．０％
原子力・エネルギー安全工学専攻 １２ ５ ５ ５ ４ ３３．３％
小 計 ４０ ２８ ２８ ２８ ２７ ６７．５％
計 ２７９ ４０１ ３９３ ３５７ ３３９ １２１．５％
合 計 ３８８ ５０４ ４９４ ４５２ ４３０ １１０．８％
研究科 課 程 専 攻 志願者数 受験者数 合格者数 入学者数
医学系
研究科
博士課程
医科学専攻 １ １ １ １
先端応用医学専攻 ７ ７ ７ ７
計 ８ ８ ８ ８
工 学
研究科
博士前期課程
（国際総合工学特別コース）
ファイバーアメニティ工学専攻 ０ ０ ０ ０
原子力・エネルギー安全工学専攻 ０ ０ ０ ０
小 計 ０ ０ ０ ０
博士後期課程
物質工学専攻 １ １ １ １
システム設計工学専攻 １ １ １ １
ファイバーアメニティ工学専攻 １ １ １ １
原子力・エネルギー安全工学専攻 ０ ０ ０ ０
小 計 ３ ３ ３ ３
博士後期課程
（国際共学ネットワーク
特別コース）
物質工学専攻 １ １ ０ ０
システム設計工学専攻 ５ ５ ３ ３
ファイバーアメニティ工学専攻 １ １ １ １
原子力・エネルギー安全工学専攻 １ １ １ １
小 計 ８ ８ ５ ５
計 １１ １１ ８ ８
合 計 １９ １９ １６ １６
―１５―
卒業者・修了者の進路状況
〔学 部〕 平成２２年５月１日現在
その他・帰国：専業主婦，就職以外の活動等，就職，進学を希望せずそれ以外の進路を選んだもの，帰国し，本国での就職，進学を
希望し活動している者が該当。
（ただし，帰国前に進路先が決定している者については，進学，就職等それぞれに分類している。）
（参考）
進 路
課 程
卒
業
者
進
学
者
就
職
者
臨
床
研
修
医
学
校
等
入
学
者
専
修
学
校
・
外
国
の
に
就
い
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者
一
時
的
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仕
事
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記
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者
死
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不
詳
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者
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者
学
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率
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進
路
未
定
者
a b c d e f g+h g h i (b+e)/a (c+i)/a (b～e+g)/a
教
育
地
域
科
学
部
学校教育課程 １０８ ３０ ７４ ３ １ ３０．６％ ６８．５％ ９９．１％
地域文化課程 ３１ ５ ２４ １ １ １ １６．１％ ７７．４％ ９６．８％
地域社会課程 ３０ １ ２３ ４ ２ ２ １６．７％ ７６．７％ ９３．３％
小 計 １６９ ３６ １２１ ７ ２ ３ １ ２ ２５．４％ ７１．６％ ９７．６％
医
学
部
医 学 科 １０３ ９８ ５ ５ ９５．１％
看 護 学 科 ６６ ２ ６３ １ １ ３．０％ ９５．５％ ９８．５％
小 計 １６９ ２ ６３ ９８ ６ ６ １．２％ ３７．３％ ９６．４％
工
学
部
機械工学 科 ８７ ４３ ３９ ２ ３ ３ ５１．７％ ４４．８％ １００．０％
電気・電子工学科 ６５ ３３ ２７ ５ ５ ５０．８％ ４１．５％ １００．０％
情報・メディア工学科 ６５ ３２ ３０ １ ２ ２ ５０．８％ ４６．２％ ９６．９％
建築建設工学科 ６４ ２９ ３４ １ １ ４５．３％ ５３．１％ ９８．４％
材料開発工学科 ７４ ４１ ２９ １ １ ２ ２ ５６．８％ ３９．２％ ９５．９％
生物応用科学化 ７２ ４３ ２６ ３ ３ ５９．７％ ３６．１％ ９５．８％
物理工学 科 ５０ ２６ ２２ １ １ １ ５４．０％ ４４．０％ ９８．０％
知能システム工学科 ６３ ３７ ２３ １ ２ １ １ ６０．３％ ３６．５％ ９８．４％
小 計 ５４０ ２８４ ２３０ ６ １ １９ ９ １０ ５３．７％ ４２．６％ ９８．０％
合 計 ８７８ ３２２ ４１４ ９８ １３ ３ ２８ １０ １８ ３８．２％ ４７．２％ ９７．６％
教
育
地
域
科
学
部
平成２０年度 １７５ ２７ １４７ １ １６．０％ ８４．０％ １００．０％
平成１９年度 １５８ ２２ １２８ １ ７ ７ １３．９％ ８１．０％ ９４．９％
平成１８年度 １６９ ２２ １３５ １ １ １０ １０ １３．６％ ７９．９％ ９３．５％
平成１７年度 １７９ ２８ １３５ ２ １４ ２ １２ １６．８％ ７５．４％ ９３．３％
平成１６年度 １７０ ２３ １２０ １４ １３ １３ ２１．８％ ７０．６％ ９２．４％
医
学
部
平成２０年度 １５０ ３ ５７ ８７ ３ ３ ２．０％ ３８．０％ ９８．０％
平成１９年度 １７３ ３ ６３ ９６ １１ １１ １．７％ ３６．４％ ９３．６％
平成１８年度 １８０ ４ ５９ １０６ １１ １１ ２．２％ ３２．８％ ９３．９％
平成１７年度 １６０ ６ ５６ ９３ ５ ５ ３．８％ ３５．０％ ９６．９％
平成１６年度 １５９ １ ６０ ８５ ３ １０ １０ ２．５％ ３７．７％ ９３．７％
工
学
部
平成２０年度 ５０８ ２３７ ２５６ ３ １ １１ ４ ７ ４７．２％ ５０．４％ ９８．４％
平成１９年度 ５６８ ２６９ ２８６ ４ １ ７ １ ６ １ ４８．１％ ５０．４％ ９８．６％
平成１８年度 ５３８ ２６０ ２５３ ２ ２３ １ ２２ ４８．７％ ４７．０％ ９５．９％
平成１７年度 ５７２ ２６８ ２７５ ２ ２７ １ ２６ ４７．２％ ４８．１％ ９５．５％
平成１６年度 ５７８ ２７４ ２７８ ７ １９ １９ ４８．６％ ４８．１％ ９６．７％
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ス
業
国
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務
員
地
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そ
の
他
合
計
教
育
地
域
科
学
部
学校教育課程 ２ １ ６５ １ ２ ３ ７４
地域文化課程 ４ １ ３ ２ ３ １ １ １ ５ ２ １ ２４
地域社会課程 １ ５ ３ １ １ １ ２ ９ ２３
医
学
部
医 学 科
看 護 学 科 ６３ ６３
工
学
部
機械工学 科 ２ ２２ １ ４ ２ ２ １ ４ １ ３９
電気・電子工学科 ２ １７ ３ ３ １ １ ２７
情報・メディア工学科 ４ ２０ １ ２ １ ２ ３０
建築建設工学科 １４ ４ １ ６ １ １ １ ６ ３４
材料開発工学科 １ １７ １ ２ ４ １ １ ２ ２９
生物応用科学化 １ １４ １ １ ３ １ ５ ２６
物理工学 科 １６ ２ １ １ １ １ ２２
知能システム工学科 １０ １２ １ ２３
―１６―
〔大学院（修士課程、博士課程（前期）、専門職学位課程）〕 平成２２年５月１日現在
その他・帰国：専業主婦，就職以外の活動等，就職，進学を希望せずそれ以外の進路を選んだもの，帰国し，本国での就職，進学を
希望し活動している者が該当。
（ただし，帰国前に進路先が決定している者については，進学，就職等それぞれに分類している。）
（参考）
進 路
専 攻
卒
業
者
進
学
者
就
職
者
臨
床
研
修
医
学
校
等
入
学
者
専
修
学
校
・
外
国
の
に
就
い
た
者
一
時
的
な
仕
事
左
記
以
外
の
者
死
亡
・
不
詳
の
者
職
し
て
い
る
者
学
者
」の
う
ち
就
（
再
掲
）左
記「
進
進
学
率
就
職
率
る
進
路
決
定
率
卒
業
者
に
対
す
内 訳
そ
の
他
・
帰
国
進
路
未
定
者
a b c d e f g+h g h i (b+e)/a (c+i)/a (b～e+g)/a
教
育
学
研
究
科
学校教育専攻 １０ １０ １００．０％ １００．０％
障害児教育専攻 １ １ １００．０％ １００．０％
教科教育専攻 ２２ １ １８ ３ ３ ４．５％ ８１．８％ １００．０％
教職開発専攻 ２７ ２７ １００．０％ １００．０％
小 計 ６０ １ ５６ ３ ３ １．７％ ９３．３％ １００．０％
医学系
研究科 看 護 学 専 攻 ７ ７ １００．０％ １００．０％
工
学
研
究
科
機械工学専攻 ２７ ２７ １００．０％ １００．０％
電気・電子工学専攻 ３１ ２ ２８ １ １ ６．５％ ９０．３％ ９６．８％
情報・メディア工学専攻 ２２ １ １９ １ １ １ ９．１％ ８６．４％ ９５．５％
建築建設工学専攻 １６ ３ １１ １ １ １ ２５．０％ ６８．８％ ９３．８％
材料開発工学専攻 ２１ １ １９ １ １ ４．８％ ９０．５％ ９５．２％
生物応用化学専攻 ２１ ６ １２ ３ ３ ２８．６％ ５７．１％ ８５．７％
物理工学専攻 ７ １ ５ １ １ １４．３％ ７１．４％ ８５．７％
知能システム工学専攻 ２７ ３ ２４ １１．１％ ８８．９％ １００．０％
ファイバーアメニティ工学専攻 ３４ ２ ３１ １ １ ５．９％ ９１．２％ １００．０％
原子力・エネルギー安全工学専攻 ２４ ４ ２０ １６．７％ ８３．３％ １００．０％
小 計 ２３０ ２３ １９６ ２ ９ １ ８ １０．９％ ８５．２％ ９６．５％
合 計 ２９７ ２４ ２５９ ２ １２ ４ ８ ８．８％ ８７．２％ ９７．３％
教
育
学
研
究
科
平成２０年度 ６３ ６１ １ １ １ １．６％ ９６．８％ １００．０％
平成１９年度 ４２ ５ ３３ ４ １ ３ １１．９％ ７８．６％ ９２．９％
平成１８年度 ４９ １ ４５ ３ ３ ２．０％ ９１．８％ ９３．９％
平成１７年度 ４４ ４０ ４ ４ ９０．９％ ９０．９％
平成１６年度 ４５ ４ ３８ ３ ３ ８．９％ ８４．４％ ９３．３％
医
学
系
研
究
科
平成２０年度 ７ ７ １００．０％ １００．０％
平成１９年度 ９ ９ １００．０％ １００．０％
平成１８年度 １１ １１ １００．０％ １００．０％
平成１７年度 ９ ９ １００．０％ １００．０％
平成１６年度 ５ ５ １００．０％ １００．０％
工
学
研
究
科
平成２０年度 ２３９ １２ ２２２ ５ ４ １ ５．０％ ９２．９％ ９９．６％
平成１９年度 ２５０ １５ ２２７ １ ６ ２ ４ １ ６．４％ ９０．８％ ９８．０％
平成１８年度 ２５９ １５ ２３１ １３ １３ ５．８％ ８９．２％ ９５．０％
平成１７年度 ２７２ １８ ２３５ １９ １９ ６．６％ ８６．４％ ９３．０％
平成１６年度 ２７３ １５ ２５１ １ ６ ６ ５．９％ ９１．９％ ９７．８％
産業別
専 攻
建
設
業
製
造
業
電
気
・
ガ
ス
・
水
道
業
情
報
通
信
業
運
輸
業
・
郵
便
業
卸
売
業
・
小
売
業
金
融
業
・
保
険
業
技
術
サ
ー
ビ
ス
業
学
術
研
究
専
門
・
学
校
教
育
学
習
支
援
業
そ
の
他
の
教
育
・
医
療
業
・
保
健
衛
生
福
祉
・
介
護
事
業
社
会
保
険
・
社
会
複
合
サ
ー
ビ
ス
事
業
サ
ー
ビ
ス
業
国
家
公
務
員
地
方
公
務
員
そ
の
他
合
計
教
育
学
研
究
科
学校教育専攻 ６ １ １ ２ １０
障害児教育専攻 １ １
教科教育専攻 １ １ １ １ １０ １ ２ １ １８
教職開発専攻 １ ２６ ２７
医学系
研究科 看 護 学 専 攻 ４ ３ ７
工
学
研
究
科
機械工学専攻 １ ２２ ２ １ １ ２７
電気・電子工学専攻 １ １８ ３ ５ １ ２８
情報・メディア工学専攻 ４ １５ １９
建築建設工学専攻 ３ １ ５ １ １ １１
材料開発工学専攻 １７ １ １ １９
生物応用化学専攻 ９ １ １ １ １２
物理工学専攻 ２ １ １ １ ５
知能システム工学専攻 １ １４ ７ １ １ ２４
ファイバーアメニティ工学専攻 ３ １６ １ ５ ２ ２ １ １ ３１
原子力・エネルギー安全工学専攻 １ ７ ８ ４ １ ２１
―１７―
〔大学院（博士課程（後期、一貫））〕 平成２２年５月１日現在
（参考）
進 路
専 攻
卒
業
者
進
学
者
就
職
者
臨
床
研
修
医
学
校
等
入
学
者
専
修
学
校
・
外
国
の
に
就
い
た
者
一
時
的
な
仕
事
左
記
以
外
の
者
死
亡
・
不
詳
の
者
職
し
て
い
る
者
学
者
」の
う
ち
就
（
再
掲
）左
記「
進
進
学
率
就
職
率
る
進
路
決
定
率
卒
業
者
に
対
す
内 訳
そ
の
他
・
帰
国
進
路
未
定
者
a b c d e f g+h g h i (b+e)/a (c+i)/a (b～e+g)/a
医
学
系
研
究
科
形 態 系 専 攻 ５ ４ １ １ ８０．０％ １００．０％
生 理 系 専 攻 ６ ６ １００．０％ １００．０％
生 化 系 専 攻 ４ ４ １００．０％ １００．０％
生 態 系 専 攻 ３ ３ １００．０％ １００．０％
小 計 １８ １７ １ １ ９４．４％ １００．０％
工
学
研
究
科
物質工学専攻 １０ ８ ２ ２ ８０．０％ １００．０％
システム設計工学専攻 １０ ８ ２ １ １ ８０．０％ ９０．０％
ファイバーアメニティ工学専攻 １２ １０ ２ １ １ ８３．３％ ９１．７％
原子力・エネルギー安全工学専攻 ２ ２ １００．０％ １００．０％
小 計 ３４ ２８ ６ ４ ２ ８２．４％ ９４．１％
合 計 ５２ ４５ ７ ５ ２ ８６．５％ ９６．２％
医
学
系
研
究
科
平成２０年度 １５ １５ １００．０％ １００．０％
平成１９年度 １９ １９ １００．０％ １００．０％
平成１８年度 ２５ ２３ ２ ２ ９２．０％ １００．０％
平成１７年度 １６ １６ １００．０％ １００．０％
平成１６年度 ２５ ２３ １ １ １ ９２．０％ ９６．０％
工
学
研
究
科
平成２０年度 ３４ ３３ １ ９７．１％ １００．０％
平成１９年度 １９ １８ １ ９４．７％ ９４．７％
平成１８年度 ２３ ２３ １００．０％ １００．０％
平成１７年度 ３３ ３３ １００．０％ １００．０％
平成１６年度 ３３ ３３ １００．０％ １００．０％
産業別
専 攻
建
設
業
製
造
業
電
気
・
ガ
ス
・
水
道
業
情
報
通
信
業
運
輸
業
・
郵
便
業
卸
売
業
・
小
売
業
金
融
業
・
保
険
業
技
術
サ
ー
ビ
ス
業
学
術
研
究
専
門
・
学
校
教
育
学
習
支
援
業
そ
の
他
の
教
育
・
医
療
業
・
保
健
衛
生
福
祉
・
介
護
事
業
社
会
保
険
・
社
会
複
合
サ
ー
ビ
ス
事
業
サ
ー
ビ
ス
業
国
家
公
務
員
地
方
公
務
員
そ
の
他
合
計
医
学
系
研
究
科
形 態 系 専 攻 ２ ２ ４
生 理 系 専 攻 ４ ２ ６
生 化 系 専 攻 ４ ４
生 態 系 専 攻 １ ２ ３
工
学
研
究
科
物質工学専攻 １ ３ １ ３ ８
システム設計工学専攻 １ １ １ ３ １ １ ８
ファイバーアメニティ工学専攻 ５ ３ １ １ １０
原子力・エネルギー安全工学専攻 １ １ ２
―１８―
〔特殊教育特別専攻科〕 平成２２年５月１日現在
（参考）
（参考）教員免許状取得状況
＊１：（ ）内は内数で、免許取得プログラムでの取得 ＊２：（ ）内は内数で、工学部
＊３：（ ）内は内数で、特殊教育特別専攻科 ＊４：（ ）内は内数で、特殊教育特別専攻科
（参考）医師国家試験合格状況
（参考）保健師、助産師及び看護師の国家試験合格状況
特殊教育特別専攻科は平成２２年３月３１日で廃止
進 路
専 攻
卒
業
者
進
学
者
就
職
者
臨
床
研
修
医
学
校
等
入
学
者
専
修
学
校
・
外
国
の
に
就
い
た
者
一
時
的
な
仕
事
左
記
以
外
の
者
死
亡
・
不
詳
の
者
職
し
て
い
る
者
学
者
」の
う
ち
就
（
再
掲
）左
記「
進
進
学
率
就
職
率
る
進
路
決
定
率
卒
業
者
に
対
す
内 訳
そ
の
他
・
帰
国
進
路
未
定
者
a b c d e f g+h g h i (b+e)/a (c+i)/a (b～e+g)/a
知的障害教育専攻 １ １ １００．０％ １００．０％
産業別
専 攻
建
設
業
製
造
業
電
気
・
ガ
ス
・
水
道
業
情
報
通
信
業
運
輸
業
・
郵
便
業
卸
売
業
・
小
売
業
金
融
業
・
保
険
業
技
術
サ
ー
ビ
ス
業
学
術
研
究
専
門
・
学
校
教
育
学
習
支
援
業
そ
の
他
の
教
育
・
医
療
業
・
保
健
衛
生
福
祉
・
介
護
事
業
社
会
保
険
・
社
会
複
合
サ
ー
ビ
ス
事
業
サ
ー
ビ
ス
業
国
家
公
務
員
地
方
公
務
員
そ
の
他
合
計
知的障害教育専攻 １ １
平成２０年度 １ １ １００．０％ １００．０％
平成１９年度 ３ １ ２ ３３．３％ ６６．７％ １００．０％
平成１８年度 ３ ２ １ １ ６６．７％ ６６．７％
平成１７年度 １ １ １００．０％ １００．０％
平成１６年度 １ １ １００．０％ １００．０％
区分 幼 小 中 高
特支
（１８年度までは養護学校）
計 専修 １種・２種 計 専修 １種・２種＊１ 計 専修 １種・２種 計 専修 １種＊２ 計 専修＊３ １種・２種＊４
平成２１年度 ２０ １ １９ １３３ ２８ １０５（１） １４２ ３５ １０７ １４６ ３７ １０９（５） ３７ ７ ３０（１）
平成２０年度 ２８ １ ２７ １２０ １２ １０８ １２３ １５ １０８ １４０ １６ １２４（１８） ２６ ５（１） ２１
平成１９年度 ２３ ２ ２１ １１１ １４ ９７ １１５ １８ ９７ １２２ １９ １０３（１４） ２３ ５ １８（２）
平成１８年度 ２１ ２ １９ １２７ ２４ １０３ １３４ ２８ １０６ １５４ ３８ １１６（２２） ２８ ２（２） ２６（１）
平成１７年度 ２９ ２ ２７ １２０ １５ １０５ １３２ ２０ １１２ １２１ ２３ ９８ ２５ ５（２） ２０（１）
平成１６年度 １９ １ １８ １２５ ２１ １０４ １２７ ２４ １０３ １２２ ２４ ９８ ２０ ４ １６
区 分 医学科卒業者数
新 卒 者 既 卒 者 合 計 順 位
受験者数 合格者数 合格率％ 受験者数 合格者数 合格率％ 受験者数 合格者数 合格率（全国平均）％ 全大学（８０） 国立大学（４３）
平成２２年 １０３ １０３ ９８ ９５．１ ８ ２ ２５．０ １１１ １００ ９０．１（８９．２） ４５位 ２５位
平成２１年 ８８ ８８ ８７ ９８．９ １５ ８ ５３．３ １０３ ９５ ９２．２（９１．０） ３８位 ２１位
平成２０年 １０７ １０７ ９７ ９０．７ １２ ５ ４１．７ １１９ １０２ ８５．７（９０．６） ７０位 ４０位
平成１９年 １１４ １１４ １０７ ９３．９ １２ ６ ５０．０ １２６ １１３ ８９．７（８７．９） ４０位 ２７位
平成１８年 ９８ ９８ ９４ ９５．９ １５ １０ ６６．７ １１３ １０４ ９２．０（９０．０） ３１位 １６位
平成１７年 ９６ ９５ ８５ ８９．５ １０ ２ ２０．０ １０５ ８７ ８２．９（８９．１） ７０位 ４１位
区 分
受 験 者 数 合 格 者 数
合格率
％
全国
合格率
％
新 卒 者 既 卒 者 新 卒 者 既 卒 者
男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計
保
健
師
平成２２年 ６ ５９ ６５ １ １ ６ ５６ ６２ ９３．９ ８６．６
平成２１年 ７ ５５ ６２ １ １ ７ ５５ ６２ １ １ １００．０ ９７．７
平成２０年 ５ ６０ ６５ １ １ ５ ５９ ６４ １ １ ９８．５ ９１．１
平成１９年 １ ６３ ６４ １ ７ ８ １ ６３ ６４ １ ６ ７ ９８．６ ９９．０
平成１８年 ４ ５７ ６１ １ ８ ９ ３ ４９ ５２ １ ７ ８ ８５．７ ７８．７
平成１７年 １ ６０ ６１ １ ２ ３ １ ５２ ５３ ８２．８ ８１．５
助
産
師
平成２２年 ５ ５ ４ ４ ８０．０ ８３．１
平成２１年 ２ ２ １ １ ２ ２ １ １ １００．０ ９９．９
平成２０年 ４ ４ ３ ３ ７５．０ ９８．１
平成１９年 ３ ３ ３ ３ １００．０ ９４．３
平成１８年 ３ ３ ３ ３ １００．０ ９８．１
平成１７年 ４ ４ ４ ４ １００．０ ９９．７
看
護
師
平成２２年 ５ ５１ ５６ ２ ２ ５ ５１ ５６ ２ ２ １００．０ ８９．５
平成２１年 ６ ４６ ５２ ６ ４４ ５０ ９６．２ ８９．９
平成２０年 ５ ５３ ５８ ２ ２ ５ ５３ ５８ ２ ２ １００．０ ９０．３
平成１９年 １ ５５ ５６ １ ５５ ５６ １００．０ ９０．６
平成１８年 ４ ５２ ５６ １ １ ４ ５２ ５６ １ １ １００．０ ８８．３
平成１７年 １ ５４ ５５ １ １ ２ １ ５３ ５４ １ １ ２ ９８．２ ９１．４
―１９―
〔ＧＰ事業採択状況〕
○特色ある大学教育支援プログラム（特色ＧＰ）
○現代的教育ニーズ取組支援プログラム（現代ＧＰ）
○資質の高い教員養成推進プログラム（教員養成ＧＰ）
○地域医療等社会的ニーズに対応した質の高い医療人教育支援プログラム
○派遣型高度人材育成協同プラン
○大学院教育改革支援プログラム
○社会人の学び直しニーズ対応教育推進プログラム
○がんプロフェッショナル養成プラン
○質の高い大学教育推進プログラム（教育ＧＰ）
○専門職大学院等における高度専門職業人養成教育推進プログラム
教育・研究
〔２１世紀ＣＯＥプログラム〕
年度 プログラム名称 中核となる専攻等名 学問分野
１５～１９ 生体画像医学の統合研究プログラム 高エネルギー医学研究センター大学院医学系研究科 医学系
年度 プ ロ グ ラ ム 名 部 局 名
１５～１８ 地域と協働する実践的教員養成プロジェクト 教育地域科学部
１７～２０ より高い現代的な教養教育をめざして 共通教育センター
年度 プ ロ グ ラ ム 名 部 局 名
１６～１９ 医学英語と医学・看護学の統合的一貫教育 医学部
１７～１９ 地域教育活動の場の持続的形成プログラム 工学部
年度 プ ロ グ ラ ム 名 部 局 名
１７～１８ 学校を拠点に教員の協働実践力を培う大学院 教育地域科学部大学院教育学研究科
年度 プ ロ グ ラ ム 名 部 局 名
１７～１９ 「救急に強い僻地診療専門医及び専門看護師」養成コース 医学部附属病院
年度 プ ロ グ ラ ム 名 部 局 名
１８～２２ 地域産業との連携による派遣型高度人材育成 大学院工学研究科（博士前期課程、博士後期課程）
年度 プ ロ グ ラ ム 名 部 局 名
１９～２１ 学生の個性に応じた総合力を育む大学院教育 大学院工学研究科（博士前期課程）
年度 プ ロ グ ラ ム 名 部 局 名
１９～２１ 潜在看護師と就業看護師の相互学習を基盤とした臨床看護実践能力獲得プログラム
医学部（看護学科），医学系研究科
（修士課程），医学部附属病院
年度 プ ロ グ ラ ム 名 部 局 名
１９～２３ 北陸がんプロフェッショナル養成プログラム－ＩＣＴによる融合型教育システム及び「がんプロネット」の構築－
金沢大学，富山大学，福井大学（医
学系研究科），金沢医科大学，石川
県立看護大学の共同事業
年度 プ ロ グ ラ ム 名 部 局 名
２０～２２ 夢を形にする技術者育成プログラム 工学部
年度 プ ロ グ ラ ム 名 部 局 名
２０～２１ 実践力・改革力を培う長期協働実習の組織化
福井大学（大学院教育学研究科教職
開発専攻），群馬大学，富山大学，
金沢大学の共同事業
―２０―
○大学病院連携型高度医療人養成推進事業
○大学教育・学生支援推進事業【テーマＡ】大学教育推進プログラム
○教育研究高度化のための支援体制整備事業
〔採択状況〕 （件）
年度 プ ロ グ ラ ム 名 部 局 名
２０～２４ 地域発信・統合型専門医養成プログラム
富山大学，東京大学，京都大学，
福井大学（医学部附属病院）他１９大
学の共同事業
２０～２４ マグネット病院連携を基盤とした専門医養成（大学病院とマグネット病院との機能的連携を基盤とした高度医療人養成プラン）
京都大学，滋賀医科大学，神戸大
学，福井大学（医学部附属病院）他
２大学との共同事業
項 目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度
１ 大学教育の充実と大学の機能別分化
（１）大学教育の質保証のた
めの主体的な取組への
支援
特色ある大学教育支援プログラム
（特色ＧＰ） １ １
現代的教育ニーズ取組支援プログラム
（現代ＧＰ） １ １
質の高い大学教育推進プログラム
（教育ＧＰ） １
大学教育・学生支援推進事業【テーマＡ】
大学教育推進プログラム １
（２）国際的に卓越した教育
研究拠点形成と大学院
教育の抜本的強化
２１世紀ＣＯＥプログラム １
大学院教育改革支援プログラム １
教育研究高度化のための支援体制整備事業 １
２ 「留学生３０万人計画」と大学の国際化
大学教育の国際化推進プログラム
（海外先進教育実践支援） ２ ３ ４
大学教育の国際化加速プログラム
（海外先進教育研究実践支援） ３
３ 医師不足対策と地域医療を支える大学病院の機能強化
地域医療等社会的ニーズに対応した質の
高い医療人養成推進プログラム １
がんプロフェッショナル養成プラン １
大学病院連携型高度医療人養成推進事業 ２
４ 産学連携によるスペシャリスト等人材育成
（１）産学連携による高度人
材育成 派遣型高度人材育成共同プラン １
（２）社会的ニーズに対応す
る人材育成
資質の高い教員養成推進プログラム １
専門職大学院等における高度専門職業人
養成教育推進プログラム １
社会人の学び直しニーズ対応教育推進プ
ログラム １
年度 プ ロ グ ラ ム 名 部 局 名
２１～２３ 学士力涵養の礎となる初年次教育の充実 大学院工学研究科
年度 プ ロ グ ラ ム 名 部 局 名
２１ 世界的研究拠点形成支援プロジェクト 重点研究高度化推進本部
―２１―
〔科学研究費補助金 申請・採択状況（新規分）〕
〔科学研究費補助金採択状況（新規分＋継続分）〕
※申請数に対する採択数をみるため、転入・転出等の異動分については反映していない。
※Ｈ１８年度 基盤研究（Ｂ）については、年度途中に新規採択者へ間接経費が追加配分されたため、新規交付決定者８名分（内定者
９名のうち、１名は転出）の間接経費の総額を示している。
※研究成果公開促進費については、Ｈ１９年度申請分まで研究者個人による申請であったため、申請情報については記載していない。
※特別研究員奨励費については、複数年度研究期間があるものは、２年目、３年目は継続とする。
研究種目 区分
平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度
件数 直接経費（千円） 間接経費（千円） 件数 直接経費（千円） 間接経費（千円） 件数 直接経費（千円） 間接経費（千円）
特別推進研究
申請 ０ ０ － ０ ０ － ０ ０ －
採択 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
特定領域研究
申請 ２８ １４４，７９５ － ４５ ２４１，２１７ － ４２ １８５，０４３ －
採択 ７ ３５，０００ ０ ７ ２６，８００ ０ ５ ３５，９００ ０
新学術領域研究
申請 － － － － － － － － －
採択 － － － － － － － － －
基盤研究（Ｓ）
申請 １ ２９，８００ － １ ９６，７９０ － １ ２９，４５０ －
採択 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
基盤研究（Ａ）
申請 ４ １１９，０６０ － ６ ２１３，２５３ － ４ １１４，９２６ －
採択 ０ ０ ０ ２ ４３，６００ １３，０８０ ０ ０ ０
基盤研究（Ｂ）
申請 ４０ ３５４，１５７ － ４６ ４８４，４９６ － ３８ ３３１，００７ －
採択 ６ ４７，８００ ０ ９ ５４，９００ ０ ９ ７４，３００ １８，８１０
基盤研究（Ｃ）
申請 １５８ ３７２，５３５ － ２０３ ６１５，３０６ － １９２ ４３３，４２８ －
採択 ３１ ５７，１００ ０ ４８ ９２，２００ ０ ３５ ６５，０００ ０
挑戦的萌芽研究
申請 ７６ ２０１，７１２ － １０３ ３２５，３１５ － ７９ １９５，８１２ －
採択 ５ ８，９００ ０ １４ ２５，７００ ０ ２ ３，４００ ０
若手研究（Ｓ）
申請 － － － － － － － － －
採択 － － － － － － － － －
若手研究（Ａ）
申請 ３ ３４，８３８ － ３ ４１，８６７ － ３ ２６，５４０ －
採択 ３ ２５，６００ ７，６８０ １ ５，８００ １，７４０ ０ ０ ０
若手研究（Ｂ）
申請 ６０ １３５，３０７ － １１９ ３５５，４９９ － ９６ ２２７，６７７ －
採択 １７ ３１，３００ ０ ４０ ６４，９００ ０ １４ ２９，１００
若 手 研 究
（スタートアップ）
申請 － － － － － － ９ １３，３１２ －
採択 － － － － － － ４ ５，４９０ ０
特 別 研 究
促 進 費
申請 ０ ０ － ０ ０ － ３ １４，９９２ －
採択 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
研 究 成 果
公 開 促 進 費
申請 － － － － － － － － －
採択 １ １，７００ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
特 別 研 究 員
奨 励 費
申請 ０ ０ － ２ ２，５００ － ２ ２，５００ －
採択 ０ ０ ０ ２ ２，１００ ０ ２ ２，２００ ０
計
申請 ３７０ １，３９２，２０４ － ５２８ ２，３７６，２４３ － ４６９ １，５７４，６８７ －
採択 ７０ ２０７，４００ ７，６８０ １２３ ３１６，０００ １４，８２０ ７１ ２１５，３９０ １８，８１０
研究種目
平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度
件数 直接経費（千円） 間接経費（千円） 件数 直接経費（千円） 間接経費（千円） 件数 直接経費（千円） 間接経費（千円）
特 別 推 進 研 究 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
特 定 領 域 研 究 １０ ５１，９００ ０ １２ ５９，２００ ０ ９ ４６，２００ ０
新 学 術 領 域 研 究 － － － － － － － － －
基 盤 研 究（Ｓ） ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
基 盤 研 究（Ａ） ３ ２２，１００ ６，６３０ ４ ５２，０００ １５，６００ ３ １６，４００ ４，９２０
基 盤 研 究（Ｂ） ２１ ８７，６００ ０ ２１ ８７，０００ ０ ２１ １１８，５００ １８，８１０
基 盤 研 究（Ｃ） ７５ １０３，４００ ０ ８９ １２９，４００ ０ ９５ １２４，３００ ０
挑 戦 的 萌 芽 研 究 １３ １７，９００ ０ １９ ３０，７００ ０ １７ １９，０００ ０
若 手 研 究（Ｓ） － － － － － － － － －
若 手 研 究（Ａ） ３ ２５，６００ ７，６８０ ４ １４，４００ ４，３２０ ２ ３，７００ １，１１０
若 手 研 究（Ｂ） ４１ ５２，９００ ０ ６４ ８７，０００ ０ ５２ ６７，５００ ０
若手研究（スタートアッフ゜） － － － － － － ４ ５，４９０ ０
特 別 研 究 促 進 費 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
研究成果公開促進費 １ １，７００ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
特別研究員奨励費 ４ ４，０００ ０ ５ ４，９００ ０ ６ ６，７００ ０
計 １７１ ３６７，１００ １４，３１０ ２１８ ４６４，６００ １９，９２０ ２０９ ４０７，７９０ ２４，８４０
―２２―
研究種目 区分
平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度
件数 直接経費（千円） 間接経費（千円） 件数 直接経費（千円） 間接経費（千円） 件数 直接経費（千円） 間接経費（千円）
特別推進研究
申請 ０ ０ － ０ ０ － ０ ０ －
採択 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
特定領域研究
申請 ２３ １２０，９２９ － ２４ ９５，３２１ － １１ ５５，４６４ －
採択 ２ ６，１００ ０ ６ １３，６００ ０ １ ５，７００ ０
新学術領域研究
申請 － － － ３ ８３，０８８ － １４ ９０，４７９ －
採択 － － － ０ ０ ０ １ ２，８００ ８４０
基盤研究（Ｓ）
申請 ０ ０ － １ ６１，５００ － １ ６１，５００ －
採択 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
基盤研究（Ａ）
申請 ３ ５６，７９３ － ４ ８６，１６０ － ４ ９０，３３０ －
採択 ０ ０ ０ １ １９，６００ ５，８８０ ０ ０ ０
基盤研究（Ｂ）
申請 ３５ ２９９，４４０ － ３３ ２６８，０９７ － ３３ ２６９，８７０ －
採択 ７ ５８，７００ １７，６１０ ８ ５６，３００ １６，８９０ ９ ５９，８００ １７，９４０
基盤研究（Ｃ）
申請 ２０７ ４９６，６１９ － １７９ ３６５，９４１ － １６７ ３３１，６７９ －
採択 ４７ ８５，６００ ２５，６８０ ４１ ７３，６００ ２２，０８０ ４５ ７２，０００ ２１，６００
挑戦的萌芽研究
申請 ７８ １７８，８８８ － １０１ ２３６，６７７ － ７１ １６８，８０４ －
採択 １０ １４，０００ ０ ３ ４，６００ ０ ９ １２，９００ ０
若手研究（Ｓ）
申請 ６ ２１３，６４５ － ３ ９２，７５８ － １ １８，０００ －
採択 ０ ０ ０ １ ３５，８００ １０，７４０ ０ ０ ０
若手研究（Ａ）
申請 ６ ５５，７４７ － ６ ８６，５６０ － ４ ６７，１７０ －
採択 １ ８，８００ ２，６４０ ２ ２８，８００ ８，６４０ ０ ０ ０
若手研究（Ｂ）
申請 ８８ ２０６，５４９ － ８２ １８８，２９５ － １０１ ２３１，７６６ －
採択 ２２ ３７，２００ ０ １６ ３０，１００ ９，０３０ ３２ ５６，６００ １６，９８０
若 手 研 究
（スタートアップ）
申請 ９ １２，２９３ － １３ １８，０７１ － ９ １１，８７１ －
採択 １ １，３２０ ０ ４ ４，４４０ １，３３２ ０ ０ ０
特 別 研 究
促 進 費
申請 ０ ０ － ２ ５，２９０ － ０ ０ －
採択 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
研 究 成 果
公 開 促 進 費
申請 － － － ３ １０，０８３ － ２ ５，０４５ －
採択 １ ２，１００ ０ ０ ０ ０ １ １，２００ ０
特 別 研 究 員
奨 励 費
申請 １ １，０００ － ０ ０ － ４ ２，９０１ －
採択 １ ９００ ０ ０ ０ ０ ４ ２，６００ ０
計
申請 ４５６ １，６４１，９０３ － ４５４ １，５９７，８４１ － ４２２ １，４０４，８７９ －
採択 ９２ ２１４，７２０ ４５，９３０ ８２ ２６６，８４０ ７４，５９２ １０２ ２１３，６００ ５７，３６０
研究種目
平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度
件数 直接経費（千円） 間接経費（千円） 件数 直接経費（千円） 間接経費（千円） 件数 直接経費（千円） 間接経費（千円）
特 別 推 進 研 究 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
特 定 領 域 研 究 ７ ４１，５００ ０ ８ ２５，８００ ０ ８ ２５，７００ ０
新 学 術 領 域 研 究 － － － ０ ０ ０ １ ２，８００ ８４０
基 盤 研 究（Ｓ） ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
基 盤 研 究（Ａ） ２ １２，３００ ３，６９０ ２ ２５，５００ ７，６５０ １ １０，４００ ３，１２０
基 盤 研 究（Ｂ） ２２ １０３，８００ ３１，１４０ ２３ １００，０００ ３０，０００ ２２ １００，５００ ３０，１５０
基 盤 研 究（Ｃ） ９７ １２６，８００ ３８，０４０ １０５ １３３，６００ ４０，０８０ １１１ １２３，７００ ３７，１１０
挑 戦 的 萌 芽 研 究 １７ ２１，５００ ０ １３ １６，５００ ０ １６ １８，０００ ０
若 手 研 究（Ｓ） ０ ０ ０ １ ３５，８００ １０，７４０ １ ８，５００ ２，５５０
若 手 研 究（Ａ） ２ １１，９００ ３，５７０ ３ ３２，８００ ９，８４０ ２ ９，３００ ２，７９０
若 手 研 究（Ｂ） ５０ ６１，６００ ０ ４２ ５３，３００ １５，９９０ ５５ ７５，７００ ２２，７１０
若手研究（スタートアッフ゜） ５ ６，３１０ ０ ５ ５，７９０ １，７３７ ４ ３，６９０ １，１０７
特 別 研 究 促 進 費 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
研究成果公開促進費 １ ２，１００ ０ ０ ０ ０ １ １，２００ ０
特別研究員奨励費 ４ ４，０００ ０ ４ ４，２００ ０ ４ ２，６００ ０
計 ２０７ ３９１，８１０ ７６，４４０ ２０６ ４３３，２９０ １１６，０３７ ２２６ ３８２，０９０ １００，３７７
―２３―
市民開放プログラム実施状況
〔その他の主な社会連携事業〕
社会連携
〔生涯学習〕
公開講座実施状況
福井大学では，２１世紀にふさわしい「開かれた大学」をめざしています。
平成２２年度も，特色ある大学づくりのために重点的に取り組む教育研究プロジェクトの成果を発表する
「福井大学発 最先端研究～明日への挑戦～」，教育地域科学部音楽教育サブコースの教員の指導のもと，
学生と教員が企画運営する「ウイークエンドコンサート」など３０件の公開講座を開催します。
生涯学習市民開放プログラムは，福井大学共通教育センターが行う大学開放活動の一環で，正規の授業
を開放して一般市民の方々に生涯学習の機会を提供するとともに、地域社会と大学の連携をますます深め
ようとするものです。
受講にあたっては、受講生として登録する必要があります。単位認定は行いませんが，希望により受講
完了時に「修了証書」を発行します。
平成２２年度前期の開放する授業科目は，共通教養・副専攻科目（Ａ群）５２科目と専門教育・副専攻科目
（Ｂ群）６１科目です。
・探求ネットワーク事業・ライフパートナー事業
・医学部寄附講座「地域プライマリケア講座」の設置
・医学部附属病院と福井社会保険病院との産婦人科診療連携
・災害ボランティア活動支援センターの設置
・子どもの悩み１１０番による支援
・離職看護師スキルアップ再教育プログラム
・北陸がんがんプロフェッショナル養成プログラム
・大野市，美浜町との相互友好協力協定締結
・旧美山町（Ｈ１８．２福井市に合併）との花粉症治療にかかる連携協定締結
・永平寺町，嶺北消防組合との災害時医師派遣に関する協定締結
・附属図書館と県立図書館及び県内資料立図書館との相互貸借
・田原町商店街との連携によるたわら屋を中心とした地域教育活動，地域活性化
・永平寺町消防本部の機能別消防団員制度「大規模災害団員」に看護学科学生を任命
（名称：大学生防災サポーター）
・福井大学一日遊学
・福井大学元気プロジェクトまつり
区 分 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度
講 座 数 ３２ ３２ ３３ ３８ ３２ ３５
受講者延べ数 ４００ ２，６００ ２，１００ １，４００ １，９００ ３，０８３
平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度
前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期
開 講 数 １２６ １４１ １２３ １４７ １１９ １３９ １０９ １２５ １１８ １３０ １１８ １３１
受 講 者 数 ７０ ６１ ７０ ６１ ６２ ４９ ６０ ４９ ４８ ５３ ５６ ４９
―２４―
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産学官連携
〔共同研究・受託研究件数〕
〔外部資金受入状況〕
〔寄附講座・寄附研究部門設置状況〕
寄附講座 平成２２年５月１日現在
寄附研究部門 平成２２年５月１日現在
部 局 名 寄附講座名
設置期間 寄附総額
（千円） 寄 附 者始 期 終 期
工学研究科 加速器応用工学 １９．４．１ ２４．３．３１ ２００，０００ 関西電力（株）
医学部 地域プライマリケア講座 ２１．３．２５ ２４．３．３１ ６５，０００ 高浜町
医学部 地域医療推進講座 ２２．４．１ ２６．３．３１ ３００，０００ 福井県
部 局 名 寄附研究部門名
設置期間 寄附総額
（千円） 寄 附 者始 期 終 期
高エネルギー医学研究センター 放射性医薬品化学部門 ６．４．１ ２７．３．３１ ４２０，０００ 日本メジフィジックス（株）
高エネルギー医学研究センター ＰＥＴ工学部門 １７．４．１ ２３．３．３１ ６０，０００ （株）ＣＭＩ
―２５―
知的財産
〔産業財産権の出願・登録状況〕 （件）
注１：特許は、基準日にて年度分け
注２：（ ）は、登録件数で内数
〔特許（日本）の単独・共同出願状況〕 （件）
〔特許（海外）の出願種別〕 （件）
〔知的財産権による収入〕 （円）
区 分 １５年度以前 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 合 計
特許（日本） ２４（１６） ３５（１５） ５１（１０） ５３ ４６ ３８（１） ３８ ２８５（４２）
特許（海外） ３ ２ ２１ ４ ９ ７ ４ ５０
実 用 新 案
意 匠 ２（１） １（１） ３（２）
商 標 １（１） １（１） １（１） ３（３）
合 計 ２８ ３８ ７４ ５８ ５６ ４５ ４２ ３４１
区 分 １５年度以前 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 合 計
単 独 出 願 ５ １４ １１ １５ ２０ ２０ ２０ １０５
共 同 出 願 １９ ２１ ４０ ３８ ２６ １８ １８ １８０
合 計 ２４ ３５ ５１ ５３ ４６ ３８ ３８ ２８５
区 分 １５年度以前 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 合 計
国際（PCT） １ １ ４ １ ３ ３ ３ １６
欧州（EP） ４ １ ２ １ ８
国・地 域 ２ １ １３ ２ ４ ３ １ ２６
合 計 ３ ２ ２１ ４ ９ ７ ４ ５０
区 分 １５年度以前 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 合 計
権 利 譲 渡 ３００，０００ ６００，０００ ９００，０００
実 施 許 諾 ２５０，０００ １，６４６，４３０ １８８，４０７ ８１１，５０１ ２，８９６，３３８
不実施補償 ７９３，７４５ ４，７２２，７０７ ４，０２５，６９０ ３，２９７，５６３１２，８３９，７０５
成果有体物 １００，０００ ８８２，０００ １００，０００ ６，５１３，４２０ ７，５９５，４２０
合 計 ３００，０００ １，７４３，７４５ ７，２５１，１３７ ４，３１４，０９７１０，６２２，４８４２４，２３１，４６３
―２６―
国際交流
〔学術交流協定締結状況〕 平成２２年５月１日現在
＜国別締結状況＞大学間交流協定３３， 部局間交流協定３５ 計６８件
アメリカ合衆国７，中国２３，韓国７，ロシア４，オーストラリア２，ドイツ３，バングラデシュ２，
タイ１，ポーランド１，インド２，モンゴル１，ブルガリア１，スウェーデン１，台湾３，
インドネシア３，フランス３，アラブ首長国連邦１，カナダ１，ウガンダ共和国１，マレーシア１
＜大学間交流協定＞
＜部局間交流協定＞
※は学生の交流の覚書有
※は学生の交流の覚書有
機 関 名 国 名 締結年月日
ラトガーズ大学 アメリカ合衆国 昭和５６年１０月７日
西安外国語大学 中国 平成１８年１２月６日 ※
西安理工大学 中国 昭和６０年９月２１日 ※
浙江大学 中国 平成３年９月２５日 ※
ロシア科学アカデミー応用物理学研究所 ロシア 平成１１年８月１日
モントクレア州立大学 アメリカ合衆国 平成１２年５月１７日 ※
北京信息科技大学 中国 平成１２年８月２５日 ※
モスクワ工科大学 ロシア 平成１７年１１月１４日
浙江理工大学 中国 平成１２年１２月１１日 ※
南昌航空大学 中国 平成１３年５月１５日 ※
國立雲林科技大學 台湾 平成１４年４月２５日 ※
江南大学 中国 平成１４年８月２６日 ※
インドネシア大学 インドネシア 平成１９年９月３０日 ※
リヨン繊維・化学技術院 フランス 平成１４年１０月２３日 ※
北京化工大学 中国 平成１４年１１月１日 ※
蘇州大学 中国 平成１４年１１月２７日 ※
クレムソン大学 アメリカ合衆国 平成１５年２月１１日 ※
東義大学校 韓国 平成１５年３月２１日 ※
メーン大学 フランス 平成１５年５月２８日 ※
中国医科大学 中国 平成１５年９月１６日
東華大学 中国 平成１６年５月２５日 ※
テキサス大学 M. D. Anderson がんセンター アメリカ合衆国 平成１６年８月１２日
イティハッド大学 アラブ首長国連邦 平成１６年９月４日 ※
瀋陽師範大学 中国 平成１７年７月１９日 ※
シャクアラ大学 インドネシア 平成１７年８月８日 ※
天津科技大学 中国 平成１７年１２月２０日 ※
イーストウエスト大学 バングラデシュ 平成１８年１月２６日 ※
ウプサラ大学 スウェーデン 平成１８年３月２８日
マルチメディア大学 マレーシア 平成１８年４月５日 ※
フィンドレー大学 アメリカ合衆国 平成１８年５月３１日 ※
インド工科大学カラプール校 インド 平成１８年８月１０日
武漢科技大学 中国 平成１９年１月１２日 ※
ジョセフ フーリエ大学 フランス 平成１９年１０月３０日 ※
部 局 名 機 関 名 国 名 締結年月日
教育地域科学部 ハンブルク大学人文科学部アジア・アフリカ研究所 ドイツ 平成１２年４月１日 ※
釜山大学校師範大学 韓国 平成１４年１１月１１日 ※
上海師範大学 中国 平成１７年７月１２日 ※
医学部 マケレレ大学医学部 ウガンダ共和国 平成１８年４月４日 ※
オタワ大学医学部 カナダ 平成２２年４月３０日 ※
医学部・大学院医学系研究科 テキサス大学ヒューストン健康科学センター アメリカ合衆国 平成１７年９月８日
工学部 シドニー大学 School of Physics オーストラリア 平成６年２月１５日
延世大学工科大学 韓国 平成１２年３月１日 ※
東亜大学校工科大学 韓国 平成１２年５月２日 ※
クルナ科学技術大学 バングラデシュ 平成１２年７月１日 ※
キングモンクト工科大学 タイ 平成１２年８月１日 ※
天津工業大学 中国 平成１２年１２月１３日 ※
ワルシャワ工科大学化学プロセス工学部 ポーランド 平成１３年３月１日 ※
アンナマライ大学工学部 インド 平成１３年３月１日 ※
釜慶大学校工科大学 韓国 平成１３年３月２４日 ※
内蒙古工業大学 中国 平成１３年３月２６日 ※
嶺南大学校工科大学 韓国 平成１３年６月２５日 ※
モンゴル科学技術大学 モンゴル 平成１３年８月３日 ※
東南大学動力工程系 中国 平成１４年１２月２７日 ※
中国科学院南京土壌研究所 中国 平成１６年７月１９日 ※
ロシア科学アカデミーシベリア地区物理学研究所 ロシア 平成１７年１月１７日 ※
上海理工大学動力工程学院 中国 平成１７年１月３１日 ※
工学研究科 蘭州交通大学機械電子工学院 中国 平成１９年１２月１３日 ※
國立臺灣科技大学工程学院 台湾 平成２０年２月１日 ※
華東理工大学機械・動力工学院 中国 平成２０年２月２９日 ※
成均館大学校工科大學 韓国 平成２０年８月１９日 ※
國立清華大学工学院 台湾 平成２２年１月７日 ※
高エネルギー医学研究センター ワシントン大学医学部マリンクロット放射線医学研究所 アメリカ合衆国 平成１１年６月２９日
遠赤外領域開発研究センター シドニー大学 School of Physics オーストラリア 平成１１年６月１日
D.Y.Efremov 電気物理研究所精密理工学センター ロシア 平成１２年１２月１日
カールスルーエ研究センターパルス出力・マイクロ波研究所 ドイツ 平成１３年３月５日
中国電子科技大学プラズマ研究所 中国 平成１３年１２月１日
ブルガリア科学アカデミー電子工学研究所 ブルガリア 平成１４年３月１日
シュトゥットガルト大学プラズマ研究所 ドイツ 平成１４年３月１日
ハルオレオ大学数理・自然科学部 インドネシア 平成２１年１０月１日
―２７―
（参考）
＜学術交流協定締結状況＞ 平成２２年５月１日現在
＜国別学術交流協定締結状況＞ 平成２２年５月１日現在
平成１６年 平成１７年 平成１８年 平成１９年 平成２０年 平成２１年
大学間交流協定 ２３ ２４ ３０ ３３ ３３ ３３
部局間交流協定 ２７ ３０ ３２ ３１ ３３ ３５
計 ５０ ５４ ６２ ６４ ６６ ６８
平成１６年 平成１７年 平成１８年 平成１９年 平成２０年 平成２１年
アメリカ合衆国 ５ ６ ７ ８ ７ ７
中国 １６ １８ ２１ ２１ ２３ ２３
韓国 ７ ７ ７ ７ ７ ７
ロシア ４ ５ ５ ５ ４ ４
オーストラリア ２ ２ ２ ２ ２ ２
ドイツ ３ ３ ３ ３ ３ ３
バングラデシュ １ １ ２ ２ ２ ２
タイ １ １ １ １ １ １
ポーランド １ １ １ １ １ １
インド １ １ １ ２ ２ ２
モンゴル １ １ １ １ １ １
ブルガリア １ １ １ １ １ １
スウェーデン １ １ １ １ １ １
台湾 １ １ １ １ ２ ３
インドネシア １ １ ２ ２ ２ ３
フランス ２ ２ ２ ２ ３ ３
アラブ首長国連邦 １ １ １ １ １ １
カナダ １ １ １ １ １ １
ウガンダ共和国 １ １ １ １
マレーシア １ １ １ １
計 ５０ ５４ ６２ ６４ ６６ ６８
―２８―
〔外国人留学生受け入れ〕 平成２２年５月１日現在
（ ）は女子数で内数
〔外国人研究者等〕 〔教職員派遣〕
学
費
学部学生 大学院生 研究生（特別研究学生を含む）
特別聴講学生
（科目等履修生を含む）
合 計
教育地域
科学部 医学部 工学部
教育学研究科
修士課程
医学系研究科
博士課程
工学研究科 教育学研究科・
教育地域科学部
医学系研究科・
医学部
工学研究科・
工学部
教育学研究科・
教育地域科学部
工学研究科・
工学部博士前期課程 博士後期課程
バングラデシュ
国 ６ １（１） ７（１）
７（１）
私 ０
タ イ
国 １ １
２
私 １ １
マレ－シア
国 ０
３１（７）政 ２８（７） ２ ３０（７）
私 １ １
インドネシア
国 １ ２ ３
７（１）
私 ２（１） １ １ ４（１）
大 韓 民 国
国 ０
７（１）
私 １ １ １（１） ４ ７（１）
ラ オ ス
国 ０
４
私 ３ １ ４
ベ ト ナ ム
国 ０
１２（４）
私 ９（２） ３（２） １２（４）
ミャンマー
国 １（１） １（１）
１（１）
私 ０
モ ン ゴ ル
国 ０
１（１）
私 １（１） １（１）
中 国
国 ３ ７（２） １０（２）
１４３（５９）
私 ４（２） ２６（８） １２（８） ４７（２１） １７（４） ２（１） １ ４（１） １１（１０） ９（２） １３３（５７）
台 湾
国 ０
３
私 １ ２ ３
パキスタン
国 １ １
１
私 ０
キ ュ ー バ
国 １ １ ２
２
私 ０
エルサルバドル
国 １ １
１
私 ０
ペ ル －
国 １（１） １（１）
１（１）
私 ０
ギ ニ ア
国 ０
１
私 １ １
マダガスカル
国 １ １
１
私 ０
ド イ ツ
国 １（１） １（１）
１（１）
私 ０
アメリカ合衆国
国 ０
４（２）
私 ２（２） ２ ４（２）
フ ラ ン ス
国 ０
３（３）
私 １（１） ２（２） ３（３）
ポルトガル
国 ０
１
私 １ １
キ ル ギ ス
国 １（１） １（１）
１（１）
私 ０
シ リ ア
国 １ １
１
私 ０
合計
国 ６（１） ３ １７（２） ４（３） １（１） ３１（７）
政 ２８（７） ２ ３０（７）２３６（８３）
私 ４（２） ４０（１０） １３（９） ５４（２４） ２４（５） ２（１） １ ４（１） １６（１３） １７（４）１７５（６９）
５９（２４） ４１（７）
４（２） ６８（１７） １３（９） ６（１） １００（３１） ６（４） １ ５（２） １６（１３） １７（４）
７２（１９） １１９（４１） １２（６） ３３（１７） ２３６（８３）
項 目 平成２１年度
受入・目的別
外国人教員・講師 ２４
外国人研究者 １８
計 ４２
項 目 平成２１年度
科学研究費補助金 ８５
日本学術振興会 ９
寄附金 ８９
その他 １２１
計 ３０４
―２９―
附属図書館
〔施設〕 平成２２年５月１日現在
〔蔵書冊数（分野別）〕 平成２２年３月３１日現在
（参考）
〔館外貸出〕 平成２２年３月３１日現在
〔相互貸借（図書貸借）〕 平成２２年３月３１日現在
区分 総記 哲学 歴史 社会 自然 工学 産業 芸術 語学 文学 合計
総合図書館
和書 ４２，８２６ １８，７１７ ３５，４３１ ８１，７９２ ４７，２２２ ４９，２９９ １１，０８２ ２２，５２２ １３，８７９ ３１，５５０３５４，３２０
洋書 １２，８９１ ８，６４５ ５，９５１ １４，８２７ ４３，６００ ２２，４７９ １，７２１ ４，９５９ ５，５１９ １１，５５１１３２，１４３
計 ５５，７１７ ２７，３６２ ４１，３８２ ９６，６１９ ９０，８２２ ７１，７７８ １２，８０３ ２７，４８１ １９，３９８ ４３，１０１４８６，４６３
医学図書館
和書 ２，１３６ ２，４３９ ６９３ ３，９７４ ４４，４４８ ７９０ ２７４ ８２７ １，３０９ １，３３２ ５８，２２２
洋書 ２１３ １，７４７ １５９ ５８５ ５７，２９７ ４８ ４０ ７５ ９３８ ４９８ ６１，６００
計 ２，３４９ ４，１８６ ８５２ ４，５５９１０１，７４５ ８３８ ３１４ ９０２ ２，２４７ １，８３０１１９，８２２
合計
和書 ４４，９６２ ２１，１５６ ３６，１２４ ８５，７６６ ９１，６７０ ５０，０８９ １１，３５６ ２３，３４９ １５，１８８ ３２，８８２４１２，５４２
洋書 １３，１０４ １０，３９２ ６，１１０ １５，４１２１００，８９７ ２２，５２７ １，７６１ ５，０３４ ６，４５７ １２，０４９１９３，７４３
計 ５８，０６６ ３１，５４８ ４２，２３４１０１，１７８１９２，５６７ ７２，６１６ １３，１１７ ２８，３８３ ２１，６４５ ４４，９３１６０６，２８５
区 分 総合図書館 医学図書館
総延面積（㎡） ４，９９９ ２，４８４
閲 覧 室 １，１０８ １，５２７
書 庫 １，８７５
参 考 図 書 室 １５７
特 殊 資 料 室 １０５
郷 土 資 料 室 １０９
視 聴 覚 室 ２９
グループ学習室 ３８ ５９
ラ ウ ン ジ ７１
事 務 室 １８８ １２７
資 料 整 理 室 ８６
展示スペース １３７
ＡＶスペース １０５
研 修 室 ９３
大 学 資 料 室 ７５
貴 重 書 室 ７５
そ の 他 ９３４ ５８５
閲 覧 座 席 数 ４００ ２８７
区 分
総合図書館 医学図書館 合 計
貸出人数 貸出冊数 貸出人数 貸出冊数 貸出人数 貸出冊数
学 生 ９，７７６ １８，１９１ ７，４６３ １２，３７７ １７，２３９ ３０，５６８
教 員 ９０８ １，９９４ ６８６ １，４９６ １，５９４ ３，４９０
職 員 ４７５ ７８６ ７６６ １，３８９ １，２４１ ２，１７５
その他 ３５６ ６０９ ２０２ ３８８ ５５８ ９９７
計 １１，５１５ ２１，５８０ ９，１１７ １５，６５０ ２０，６３２ ３７，２３０
区分
総合図書館 医学図書館 合 計
借受冊数 貸出冊数 借受冊数 貸出冊数 借受冊数 貸出冊数
ＩＬＬ ３３６ ８４ ２９ ６２ ３６５ １４６
県内協定 ２２０ １２５ １５２ ５４ ３７２ １７９
計 ５５６ ２０９ １８１ １１６ ７３７ ３２５
２０年度末
和書 ４３，６７７ ２０，９５５ ３５，６２３ ８３，５３５ ９８，６５５ ４９，３６３ １１，２５２ ２３，０５６ １４，９３６ ３２，３５５４１３，４０７
洋書 １２，４８１ １０，３１９ ６，０７６ １５，２９３１００，０３５ ２２，３５９ １，７５４ ４，９６４ ６，４０４ １２，００５１９１，６９０
計 ５６，１５８ ３１，２７４ ４１，６９９ ９８，８２８１９８，６９０ ７１，７２２ １３，００６ ２８，０２０ ２１，３４０ ４４，３６０６０５，０９７
１９年度末
和書 ４３，２６０ ２０，７８２ ３５，１５３ ８３，１２１１００，７８５ ５２，９４０ １１，０６１ ２２，６３５ １４，７６５ ３１，７９３４１６，２９５
洋書 １２，４７１ １０，３１４ ６，０３０ １５，４４１１００，０５２ ２２，６５９ １，７４５ ４，８２２ ６，３６６ １１，８９７１９１，７９７
計 ５５，７３１ ３１，０９６ ４１，１８３ ９８，５６２２００，８３７ ７５，５９９ １２，８０６ ２７，４５７ ２１，１３１ ４３，６９０６０８，０９２
１８年度末
和書 ４１，６２８ ２０，３９５ ３４，４３２ ８１，０７６ ９８，０３２ ５１，２０１ １０，８６５ ２１，９４８ １４，３６０ ３１，１９５４０５，１３２
洋書 １１，６６０ １０，２８７ ５，９７７ １５，３０７ ９８，８６７ ２２，３０６ １，７３８ ４，７５５ ６，３１５ １１，８４９１８９，０６１
計 ５３，２８８ ３０，６８２ ４０，４０９ ９６，３８３１９６，８９９ ７３，５０７ １２，６０３ ２６，７０３ ２０，６７５ ４３，０４４５９４，１９３
１７年度末
和書 ４０，５６６ ２０，１３９ ３３，５５０ ７９，１３５ ９５，９５０ ５０，３３５ １０，６３３ ２１，５５７ １４，１２８ ３０，６６２３９６，６５５
洋書 １１，２７４ １０，２５５ ５，９７９ １５，２１１ ９８，５９２ ２２，２０７ １，７２６ ４，７２２ ６，３５１ １１，７９７１８８，１１４
計 ５１，８４０ ３０，３９４ ３９，５２９ ９４，３４６１９４，５４２ ７２，５４２ １２，３５９ ２６，２７９ ２０，４７９ ４２，４５９５８４，７６９
１６年度末
和書 ３８，２０６ １９，８７１ ３２，８８７ ７７，１２０ ９１，６３３ ４９，３９２ １０，４７３ ２１，０１４ １３，９５１ ３０，３４９３８４，８９６
洋書 １０，０１１ １０，１９８ ５，９３５ １５，０７７ ９６，６１３ ２２，００８ １，７１５ ４，６１５ ６，２６２ １１，６９９１８４，１３３
計 ４８，２１７ ３０，０６９ ３８，８２２ ９２，１９７１８８，２４６ ７１，４００ １２，１８８ ２５，６２９ ２０，２１３ ４２，０４８５６９，０２９
―３０―
〔平成２１年度診療科別病床数及び診療状況〕
（参考）
医学部附属病院
○設 置 昭和５８年４月１日 ○病 床 数 ６００床
○診療開始 昭和５８年１０月２０日 ○診療科数 ２５診療科
（備考）外来診療日数：２４２日、入院診療日数：３６５日
診 療 科 病床数（床）
診 療 状 況
外 来 入 院
患者延数 一日平均患者数 患者延数 一日平均患者数 稼働率（％）
血液・腫瘍内科 ３２ ６，４２１ ２６．５ １１，４９８ ３１．５ ９８．４
感染症・膠原病内科 ４ ３，０９４ １２．８ ９３１ ２．６ ６３．８
神経内科 ２５ １０，４１４ ４３．０ ８，０２５ ２２．０ ８７．９
消化器内科 ２６ １３，９３８ ５７．６ １１，８０７ ３２．３ １２４．４
内分泌・代謝内科 １２ ７，２６３ ３０．０ ３，５２４ ９．７ ８０．５
呼吸器内科 ２２ ５，７２６ ２３．７ ９，７０９ ２６．６ １２０．９
腎臓内科 ７ ４，９５８ ２０．５ ２，３７４ ６．５ ９２．９
循環器内科 ２９ １３，４２６ ５５．５ １０，３５０ ２８．４ ９７．８
消化器外科 ５７ ６，５９０ ２７．２ １９，２２４ ５２．７ ９２．４
乳腺・内分泌外科 ７ ３，３４４ １３．８ ２，５１９ ６．９ ９８．６
心臓血管外科 １５ １，３７５ ５．７ ３，５２３ ９．７ ６４．３
呼吸器外科 １５ １，５２７ ６．３ ３，８０２ １０．４ ６９．４
泌尿器科 ２７ １４，２８０ ５９．０ ７，４７０ ２０．５ ７５．８
皮膚科 １２ １３，０８０ ５４．０ ２，８３４ ７．８ ６４．７
整形外科・脊椎外科 ５２ １７，３２３ ７１．６ １８，０８０ ４９．５ ９５．３
リハビリテーション科 ８ ３０，９２８ １２７．８ ２，２８０ ６．２ ７８．１
眼科 ２７ ２６，９３８ １１１．３ １０，５５１ ２８．９ １０７．１
耳鼻咽喉科・頭頸部外科 ３３ ２１，８６０ ９０．３ １２，２８７ ３３．７ １０２．０
歯科口腔外科 １０ ７，６５２ ３１．６ １，１８２ ３．２ ３２．４
小児科 ２６ １２，３３９ ５１．０ ８，７６２ ２４．０ ９２．３
産科婦人科 ３６ ９，３０６ ３８．５ １０，９９５ ３０．１ ８３．７
神経科精神科 ４１ １２，１４１ ５０．２ １０，７５４ ２９．５ ７１．９
脳脊髄神経外科 ３５ ５，５２２ ２２．８ １１，９８９ ３２．８ ９３．８
麻酔科蘇生科 ３ ２，４１３ １０．０ ２９ ０．１ ２．６
放射線科 ４ ９，１９４ ３８．０ ０ ０．０ ０．０
救急部 ６ １３，６９８ ５６．６ １，８３４ ５．０ ８３．７
共通 ２９ ― ― ― ― ―
総合診療部・総合内科 ０ ２，０２２ ８．４ ― ― ―
中高年総合外来 ０ １ ０．０ ― ― ―
アスベスト・中皮腫外来 ０ ０ ０．０ ― ― ―
禁煙外来 ０ １１７ ０．５ ― ― ―
合 計 ６００ ２７６，８９０ １，１４４．２ １８６，３３３ ５１０．５ ８５．１
診療科
診 療 状 況
外来診療日数 入院診療日数外 来 入 院
患者延数 一日平均患者数 患者延数 一日平均患者数 稼働率（％）
平成２０年度 ２７０，８５４ １，１１４．６ １８３，０７３ ５０１．６ ８３．６ ２４３ ３６５
平成１９年度 ２７１，５９０ １，１０８．５ １９０，９４１ ５２３．１ ８６．９ ２４５ ３６６
平成１８年度 ２４１，３８５ ９８５．２ １７９，１８５ ４９０．９ ８１．８ ２４５ ３６５
平成１７年度 ２２３，７９０ ９１７．２ １７９，７６４ ４９２．５ ８２．１ ２４４ ３６５
平成１６年度 ２２６，８３０ ９３３．５ １７９，９２９ ４９３．０ ８２．２ ２４３ ３６５
―３１―
評 価
第１期中期目標期間評価（平成１６～１９年度）等の評価結果
（１）現況調査 教育
【評点】２：非常に優れている １．５：良好である １：おおむね良好である ０．５：不十分である ０：重大な改善事項がある
（２）現況調査 研究
【評点】２：非常に優れている １．５：良好である １：おおむね良好である ０．５：不十分である ０：重大な改善事項がある
（３）達成状況に関する教育研究等の状況
【評点】２：非常に優れている １．５：良好である １：おおむね良好である ０．５：不十分である ０：重大な改善事項がある
（４）業務実績に関する業務運営・財務内容の状況
【年度ごとの評点】２：特筆すべき進捗状況にある １．５：順調に進んでいる １：おおむね順調に進んでいる ０．５：やや遅れている
０：重大な改善事項がある
【中期目標期間評価の評点】２：非常に優れている １．５：良好である １：おおむね良好である ０．５：不十分である
０：重大な改善事項がある
現況調査 達 成 状 況 業 務 実 績
総合評価
ウェイト
（A）×３＋（B）×３
＋（C）×２＋（D）×２
教育
平均値
（A）
研究
平均値
（B）
教育研究等の状況 業務運営・財務内容の状況
教育 研究 社会連携等
計
（C） 業務 財務
自己
点検
その他
業務
計
（D）
８．５０ ３．００ １ １．５ １．５ ４．０ １．５ １．５ ２ １ ６．０ ５４．５
学部・研究科
教育の
実施体制
（E）
教育内容
（F）
教育方法
（G）
学業の
成果
（H）
進路・就職
の状況
（I）
質の向上度
の判断
（J）
教育
ウェイト計
（E＋F＋G＋
H＋I）×Ｊ
教育
平均値
（A）
教育地域科学部 １ １ １ １ １ １．５ ７．５０
８．５０
教育学研究科 １ １．５ １．５ １ １ １．５ ９．００
医学部 １．５ １．５ １．５ １．５ １．５ １ ７．５０
医学系研究科 １．５ １．５ １．５ １．５ １．５ １．５ １１．２５
工学部 １ １．５ １ １．５ １ １ ６．００
工学研究科 １．５ １．５ １．５ １ １ １．５ ９．７５
学部・研究科
研究活動
の状況
（K）
研究成果
の状況
（L）
質の達成度
の判断
（M）
研究
ウェイト計
（K＋L）×M
研究平均値
（B）
教育地域科学部・教育学研究科 ０．５ １ １．５ ２．２５
３．００医学部・医学系研究科 １ １．５ １．５ ３．７５
工学部・工学研究科 １ １ １．５ ３．００
大 項 目 中 項 目 中項目ごとの評価 大項目の評価 達成状況計（C）
教 育
（１）教育の成果 １．５
１
４．０
（２）教育内容等 １
（３）教育の実施体制等 １
（４）学生の支援 １
研 究
（１）研究水準及び研究の成果等 １．５
１．５
（２）研究実施体制等の整備 １．５
そ の 他 （１）社会との連携，国際交流等 １．５ １．５
項 目 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 中期目標期間評価（Ｄ）
業務運営の改善及び効率化 ２ １．５ １．５ ２ １．５ １．５
財務内容の改善 １．５ １ １．５ １．５ １．５ １．５
自己点検・評価及び情報提供 １．５ １．５ １．５ １．５ １．５ ２
その他業務運営に関する重要事項 １ １．５ １．５ １ １．５ １
計 ６．０ ５．５ ６．０ ６．０ ６．０ ６．０
全
国
７
位
地
方
総
合
大
学
１
位
―３２―
文部科学省国立大学法人評価委員会から高く評価されている
福井大学の主な取組例（抜粋）
○ 重点配分経費による競争的環境の創出 （平成１６年度）
○ 外部資金獲得の大幅増 （平成１７年度）
○ ポイント制による人事管理 （平成１８年度）
○ 事務職員評価の昇格・昇給への反映 （平成１９年度）
○ ＩＴを活用した評価作業の効率化 （平成１６～１９年度）
○ 学長のリーダーシップ強化 （平成２０年度）
（各年度の業務の実績に関する報告書（国立大学法人評価委員会作成）より抜粋）
毎事業年度の予算編成方針等の策定や大学の戦略，重点課題等の達成のために「重点配分経費」を
新設し，学長裁量経費のみならず，学部長，病院長裁量経費も措置していることに加え，若手教員支
援，教育活動支援を目的とした学内公募型の競争的配分経費も措置している点も評価できる。
研究シーズ情報の公開，県の行政・産業界の長との懇談会を通じた情報発信，産学官連携コーディ
ネーターの活用，地元企業や金融機関との包括的連携協定等を通じて産学連携活動の活性化を図った
結果，共同研究・受託研究の合計が２５８件（平成１６年度：１９６件），５億５，１８６万円（平成１６年度：４億
９，４６７万円），さらに寄附金を加えた受入総額が１０億１，１５３万円（平成１６年度：９億３，２４０万円）と，そ
れぞれ前年度より大幅に増加している。
教員，事務職員及び看護師等のすべての教職員の定数と人件費の管理は職種別に定め，学長が全学
のポイント数を管理運用する「ポイント制」を導入しており，先進的な取組として評価できる。
事務職員の人事評価について，企画力，コミュニケーション力等の多面的な能力につき，提案書作
成や面接等により評価を行い，評価結果を勤務成績の判定に有効に活用し昇格及び昇給に反映させて
おり，先進的な取組として評価できる。
中期計画・年度計画の毎月の進捗状況をウェブサイト上で教職員全員が共有し，計画の推進を図る
とともに，評価意識の向上を促すことを目的に独自に「年度計画進行管理システム」及び「中期目標
・中期計画進行状況管理システム」を構築し，評価作業の効率化を図っており，評価できる。
業務運営について，学長のシンクタンクとして活躍する「学長特別補佐」や「役員・学部長等懇談
会」の構成員の追加，学長・理事の直接指揮下で企画立案等を行う「経営戦略課」を新設するなど，
学長のリーダーシップ強化を図っている。
―３３―
Ȫౙպȇຐྔ׫ȫ
Ȫౙպȇຐྔ׫ȫ
財 務
〔平成２２年度収入〕
〔平成２２年度支出〕
―３４―
土地・建物
平成２２年５月１日現在
（ ）内は借地で外数
区 分 土地面積（㎡）
建築面積
（㎡）
建物延面積
（㎡） 所 在 地
文京キャンパス
１１０，２４８ ９１０‐８５０７福井市文京３丁目９番１号
事務局 ５０１ １，４６１
学生支援センター、厚生会館及び共用講義棟 ２，２８８ ４，８８７
教育地域科学部 ５，２４０ １７，９５９１号館、２号館、３号館、音楽技術棟ほか
附属教育実践総合センター ２６７ ５３３
工学部 １３，２３６ ３５，５３７１号館、２号館、情報・メディア工学科棟、実験棟ほか
附属超低温物性実験施設 ３４３ ６９４
附属図書館（総合図書館） １，９４７ ４，９９９
産学官連携本部 ８５９ ３，５５６
総合研究棟 １，３９２ １７，６７０
学内共同教育研究施設 ５８０ ２，６２９遠赤外領域開発研究センタ （ー総合研究棟）
総合情報処理センター ４４８ ８４６
保健管理センター ２０８ ３５４
体育施設 ２，０４０ ２，３０２第一体育館、第二体育館、第三体育館、弓道場ほか
課外活動共用棟 ４０８ １，５５１
大学会館 ４８６ ９７２
創立五十周年記念館・アカデミーホール ５２３ ６２５
非常勤講師宿泊施設（牧島荘） ３７７ ５８９
その他 ５１８ ５２９
文京キャンパス 小計 １１０，２４８ ３１，６６１ ９７，６９３
松岡キャンパス
２７０，２３０ ９１０‐１１９３吉田郡永平寺町松岡下合月２３号３番地
医学部 １，２３９ ３，０９３管理棟
講義棟 ２，３２１ ４，１５５
基礎実習棟 １，５４９ ２，６９４
基礎臨床研究棟 ２，５６１ １３，４５１
病理解剖棟 ５０７ ５０７
院生研究棟 ７５６ ３，７４３
看護学科校舎 １，４３７ ６，６０６
動物実験施設 ７２０ ３，０２３
RI 実験施設 ４９８ １，４０４
医用サイクロン棟 １３０ １３０
附属病院
１６，８５７ ４４，２０８
外来・中央診療関係
西病棟
東病棟
RI 治療棟
MRI-CT 装置棟
高エネルギー治療棟
救急部
臨床教育研修センター ６０５ １，１０９
附属図書館（医学図書館） ８１４ ２，４８４
学内共同教育研究施設 ５６９ ９４９高エネルギー医学研究センター
体育施設 １，６２７ １，６２７体育館、武道場、弓道場
福利施設（厚生・課外活動） ６５２ １，２８２
福利棟（食堂） ４８０ ４８０
非常勤講師宿泊施設（くずりゅう会館） ３２２ ４２６
保育施設 ２７４ ２４１
その他 １，６３８ ２，００６中央機械室
焼却施設 １６８ １６８
濃厚廃液処理施設 ３００ ３００
多目的倉庫 １０３ １０３
特高受電室 ２４５ ２４５
塵芥庫等その他建物 ４９９ ６０４
松岡キャンパス 小計 ２７０，２３０ ３６，８７１ ９５，０３８
屋外球技コート ６，３２９ ６０ １２１９１０‐００１７福井市文京３丁目１０番１号
運動場 ２６，２３３ ２４９ ２４９９１０‐００１７福井市文京３丁目２９番１号
野球場・総合自然教育センター ３３，１６４ ４５２ ５４２９１０‐００５５福井市上伏町５字石畑９番
学有林 （借地：無償使用）（１１９，００８） ９１２‐０２１６大野市上大納
六呂師山荘 （借地：有償使用） （１，４８２） １０５ ２８８９１２‐０１３１大野市南六呂師第１６９号東上谷野１３４
附属幼稚園・小学校・中学校 ４０，０７１ ６，９８３ １１，６６３９１０‐００１５福井市二の宮４丁目４５番１号
附属特別支援学校 １４，７８１ ２，８１６ ３，７３４９１０‐００６５福井市八ツ島町第１号３番地
寄宿舎
５，８９３ １，４７９ ４，６００９１０‐００１７福井市文京５丁目１３番１０号国際交流学生宿舎
留学生会館 ３２３ １，０３５
国際交流会館 松岡キャンパスに含む ４９１ ６９８９１０‐１１４２吉田郡永平寺町松岡兼定島３４号１４‐１番地
職員宿舎 松岡キャンパスに含む １，０６９ ４，０９３９１０‐１１０１吉田郡永平寺町松岡樋爪２３号３４‐１番地看護師宿舎
松本宿舎 １，３４３ ３１０ ４３３９１０‐０００３福井市松本１丁目１４１２番
乾徳宿舎 ８１２ ２３２ ９１９９１０‐００２１福井市乾徳４丁目５番３０号
丸岡宿舎 ２２，５１８ ３，７９１ １５，５０５９１０‐０３３７坂井市丸岡町新鳴鹿２丁目１００番地
大願寺宿舎 ５，６６２ ７８４ ３，５４２９１０‐０００１福井市大願寺１丁目１番３０号
合 計 ５３７，２８４ ８７，６７６ ２４０，１５３
―３５―
中期目標・中期計画等
中期目標 中期計画 平成２２年度 年度計画

大
学
の
教
育
研
究
等
の
質
の
向
上
に
関
す
る
目
標
１
教
育
に
関
す
る
目
標
（
１
）
教
育
内
容
及
び
教
育
の
成
果
等
に
関
す
る
目
標
【１－１】
アドミッションポリ
シーに沿った入学者
選抜方法等の点検・
改善を積極的に行い、
それにふさわしい学
生の入学を推進する。
さらに、多様な学生
の受入れに対応して、
入学者の大学教育・
生活への円滑な移行
を支援する。また、
学士及び大学院課程
では教育の成果や社
会ニーズを踏まえ、
入学定員の在り方を
検討する。
【１－１－１】
第１期中期目標期間に明確化したアドミッ
ションポリシーにふさわしい入学者を受け
入れるため、アドミッションポリシーや入
試情報などの積極的な広報活動、入試状況
・結果の評価に基づく入学者選抜方法の適
宜点検・改善等を行う。さらに、教育の成
果や社会ニーズ等に基づき、平成２５年度末
までに入学定員の在り方を検討する。
①学士課程及び大学院課程では、高等教育
推進センター、アドミッションセンター、
広報センター及び各部局の関連委員会が密
接な連携のもと、アドミッションポリシー
や入試情報などの積極的な広報活動を行う。
②学士課程及び大学院課程では、高等教育
推進センター、アドミッションセンター及
び各部局の関連委員会が密接な連携のもと、
入試状況・結果等の調査・評価などを継続
的に行う。
【１－１－２】
学士課程では、高大連携事業の推進や初年
次教育の充実等を図り、入学生の大学教育
・生活への円滑な移行を支援する。
①学士課程では、高等教育推進センター、
アドミッションセンターや各部局の連携の
もと、高大連携事業を推進するとともに、
それぞれの特性に応じた、初年次教育や動
機付け教育の企画・実施を進める。
【１－１－３】
大学院課程では、多様な学生を受け入れる
よう、適切な入学者選抜方法や教育課程の
整備、学習に専念できる体制の整備や積極
的な広報活動等を進める。それら成果や社
会ニーズ等に基づき、平成２５年度末までに
入学定員の在り方を検討する。
①各部局では、大学院課程における多様な
学生を受け入れるための入学者選抜方法・
教育課程の点検・実施を進めるとともに、
様々な機会を利用した広報活動等を行う。
②全学及び各部局では、大学院課程におけ
る多様な学生が学習・研究に専念できる体
制の点検・整備を進める。
【１－２】
基本目標「２１世紀の
グローバル社会にお
いて高度専門職業人
として活躍できる人
材の育成」を目指し
て、国際的にも通用
する質の高い教育を
実施する。
【１－２－１】
グローバルな視野を有する高度専門職業人
を育成するため、教養教育を含め、カリキ
ュラムポリシー・ディプロマポリシーを明
確にする。策定されたカリキュラムポリシ
ーに沿った体系的な教育課程を整備・点検
・充実させる。併せて、本学の特徴的な教
育課程・内容を積極的に導入・充実する。
①各部局では、平成２３年度までの策定を目
指し、教養教育を含めた学士課程及び大学
院課程におけるカリキュラムポリシー・デ
ィプロマポリシーの策定を進める。
②各部局では、高等教育推進センター等と
の連携のもと、それぞれの教育特性に沿っ
た学士課程及び大学院課程に係る特徴的な
教育課程・内容の整備・充実・実施に努め
る。
【１－２－２】
高度専門職業人として備えるべき能力を涵
養し、高い学習成果を得るために、多様な
教育方法・形態の積極的な工夫・導入や単
位の実質化を行う。
①各部局では、学士課程及び大学院課程に
おけるそれぞれの教育目的に沿って、高度
専門職業人として備えるべき能力の涵養に
資する、多様な教育方法・形態の積極的な
工夫・導入を進める。
【１－２－３】
カリキュラムポリシーやディプロマポリシ
ーに基づく到達目標（学習成果）を達成で
きるよう、学習目標や成績評価基準の明確
化や多面的な成績評価方法を導入し、「学
士力の保証」等を担保する成績評価を行う。
①各部局では、カリキュラムポリシーやデ
ィプロマポリシーに基づく到達目標（学習
成果）に対応する具体的な学習目標や成績
評価基準の明確化を進める。
②国家試験の合格率の向上や JABEE認定
に対応した組織的な取組みを継続的に行う。
【１－２－４】
本学の特性を活かし、他機関との連携も図
りつつ、教職大学院、画像医学、原子力工
学などの教育を推進する。
①教職大学院では、教師教育福井大学モデ
ルに基づくカリキュラムの実践と評価に取
り組む。その中で国内外ネットワークを構
築しながら、教職大学院における教師教育
プログラム（一次案）を作成する。
②医学部では、画像医学教育を推進するた
め、第１期中期目標期間に引き続き教育設
備を整備する。
③附属国際原子力工学研究所の設立に伴い、
より充実した原子力教育を行うため、大学
院工学研究科原子力・エネルギー安全工学
専攻のカリキュラムの見直しを行う。
―３６―
中期目標 中期計画 平成２２年度 年度計画

大
学
の
教
育
研
究
等
の
質
の
向
上
に
関
す
る
目
標
１
教
育
に
関
す
る
目
標
（
２
）
教
育
の
実
施
体
制
等
に
関
す
る
目
標
【２】
質の高い教育を実現
するため、教育内容
・方法や成果を点検
・評価するシステム
を構築し、不断に改
善を行う教育実施体
制を整備する。
【２－１】
教育内容・方法等を質的に向上させるため、
FD活動を積極的に行うとともに、定期的
な教育評価を実施し、その結果を積極的に
フィードバックする体制を構築する。また、
国際的な視野からの評価を実施し、必要な
改善を図る。なお、平成２５年度末までに様々
な意見聴取などによって、教育内容・方法
・実績などを検証し、それに基づき教育の
質的向上を図る方策を策定する。
①各部局では、高等教育推進センターと連
携のもと、教育内容・方法等を質的に向上
させるための FD活動を積極的に行う。
②各学部では、全学の関連委員会と連携し、
教員の教育内容・方法等の質的向上を図る
ため、人事評価へも反映可能な教員の教育
活動評価方法及びそのフィードバック方法
を策定し、評価を実施する。
③各部局では、学生や教員など関係者への
定期的な意見聴取等を実施し、教育の成果
・効果を随時検証する。
（
３
）
学
生
へ
の
支
援
に
関
す
る
目
標
【３】
社会を主体的・能動
的に担っていく人間
の形成を目指して、
学生の成長を積極的
に促す学習支援、生
活支援、就職支援を
行う大学づくりを進
める。
【３－１】
学生が自主的な学習活動を展開出来るよう
に、よりよい修学支援の在り方を含め、学
生の修学環境等の維持改善を進める方策を
実施する。特に学生支援センターや図書館
等を中心として、組織的な対応体制の整備
・充実を図り、関係者の満足度の高い学習
支援体制の構築や取組みを進める。
①学生支援センターを中心として、関係者
からの要望、整備状況や教育上の必要性に
適切に対応して、学生の修学環境等の維持
改善を進める。
②附属図書館等では、自主学習のための環
境整備と情報提供・教育の充実を進めると
ともに、利用者としての学生との協働体制
を構築し、利用者の意向や意見を反映でき
る修学支援体制の整備・点検・充実を進め
る。
【３－２】
学生の成長の場としての大学にふさわしい
環境づくりに努める。特に、保健管理セン
ター等を中心として、メンタルヘルスに関
する予防的取組みを含む健康相談・学生相
談や学生の成長発達を支援する体制を整備
し、関係者の満足度の高い生活支援体制を
整備・充実させる。
①保健管理センターでは教職員などと緊密
な連携のもと、メンタルヘルスに関する予
防的取組みを含む健康相談・学生相談や学
生の成長発達を支援する体制の点検・整備
・充実を進める。
②高等教育推進センターでは関連センター
や各部局と密接に連携し、組織的な生活支
援体制の点検・整備を進める。
【３－３】
就職支援室を中心として、積極的な就職支
援を推進し、卒業生・修了生の高い就職率
を維持する。また、各学部・研究科の実情
に即し、キャリア教育を地域社会等と協働
し、実践する。
①就職支援室と各部局が連携し、就職支援
を積極的に推進するとともに、インターン
シップ制度の積極的活用、及び就職ガイダ
ンスの充実を図る。
②各部局では、それぞれの特性に応じたキ
ャリア教育の実施・点検・改善を進める。
―３７―
中期目標 中期計画 平成２２年度 年度計画

大
学
の
教
育
研
究
等
の
質
の
向
上
に
関
す
る
目
標
２
研
究
に
関
す
る
目
標
（
１
）
研
究
水
準
及
び
研
究
の
成
果
等
に
関
す
る
目
標
目
指
す
べ
き
研
究
の
水
準
【１】
独創的でかつ特色の
ある重点研究を推進
し、国際・国内研究
拠点の形成を目指す。
【１－１】
分子イメージングを始めとする先端的ライ
フサイエンス研究、原子力工学研究及び遠
赤外領域開発・応用研究などを重点的に推
進する。
①各部局、連携する各部局間等において、
重点研究を推進する。その高度化のために、
第１期中期目標期間に構築した研究支援体
制等について検証し、より機動的・戦略的
に対応できる体制・仕組み等の検討を開始
する。
【２】
科学技術の発展に寄
与する学術研究を推
進する。
【２－１】
生体における分化・増殖などの情報伝達・
制御機構、高次生体システムの発達・構築
とその維持機構、及びそれらの異常の解明
を通じ、生まれ、健やかに育ち、老いる過
程に関する世界的に優れた研究を行う。
①医学部・医学系研究科を中心として、生
まれ、健やかに育ち、老いる過程に関する
医学研究を重点的研究分野に位置づけ、優
れた研究を奨励するとともに、世界的視野
のもとこれら分野の優れた医学研究を推進
する。
【２－２】
PET、MRI 等の生体画像技術を基盤とする
分子プローブ、画像解析法、生体機能解析
法等の開発、及びそれらを用いた生命現象
の解明並びに臨床医学への応用に関する世
界的に優れた研究を行う。
①高エネルギー医学研究センターでは、研
究推進のための支援体制を整備・充実させ、
学内外の関係機関と緊密に連携することに
より、PET、MRI 等の生体画像技術を基盤
とする分子プローブ、画像解析法，生体機
能解析法等の開発、及びそれらを用いた生
命現象の解明並びに臨床医学への応用に関
する研究を重点的に推進する。
【２－３】
物質・生命・システム各系の分野において、
世界的に優れた学術基盤研究・発展研究を
推進する。
①工学研究科では、研究活動の基礎となる
基盤経費の配分水準とコアジャーナルなど
の学術情報基盤の維持、研究活動の支援体
制の整備に努め、物質系、生命系、システ
ム系の各分野において、世界的に優れた学
術基盤研究・発展研究を推進する。
【２－４】
世界的に優れた高出力遠赤外光源開発、遠
赤外新分光・計測研究、遠赤外領域物性研
究及び高出力遠赤外新技術開発研究を推進
する。
①遠赤外領域開発研究センターでは、遠赤
外ジャイロトロンの高度化研究及び応用研
究を推進するとともに、高出力遠赤外領域
の学術研究を展開する。また、テラヘルツ
波分光の高度化とその応用研究を推進する。
【２－５】
原子力工学関連分野における世界的に優れ
た研究を推進する。
①附属国際原子力工学研究所では、工学研
究科と共同で、革新的原子力システムの実
用化を目指す優れた高速炉研究を推進する。
【３】
地域・社会へ貢献す
る実践研究を推進す
る。
【３－１】
疾病克服に挑み、生活の質（QOL）と健康
維持を含む福祉の向上に寄与する、ライフ
サイクルにわたる先端的・実践的医学研究
を展開する。
①医学部・医学系研究科を中心として、ラ
イフサイクルにわたる先端的・実践的医学
研究の推進体制の構築に着手し、本分野の
研究を推進する。
【３－２】
教師教育研究を含む実践的教育研究、地域
科学研究及びそれらに資する基礎萌芽研究
を行い、地域・学校との共同研究を推進す
る。
①教職大学院を含む教育学研究科を中心と
して、教育実践総合センター、附属４校園、
及び教職大学院拠点校などとの連携体制強
化、研究環境基盤整備に着手するとともに、
教職大学院を中心とした国際連携プロジェ
クトを開始する。
②教育地域科学部・教育学研究科では、研
究環境基盤整備、研究支援システム構築に
着手するとともに、学校・地域との共同研
究体制の強化に努め、実践的教育研究、地
域科学研究、及び両研究に資する基礎萌芽
研究を推進する。
【３－３】
産学官民と連携し、産業とくらしに関わる
分野において、地域・社会の活性化に資す
る研究を推進する。
①工学研究科では、研究組織の活性化策を
検討し、産業とくらしに関わる分野におい
て、産学官民連携による共同研究などの研
究成果の水準の維持・向上を図る。
―３８―
中期目標 中期計画 平成２２年度 年度計画

大
学
の
教
育
研
究
等
の
質
の
向
上
に
関
す
る
目
標
２
研
究
に
関
す
る
目
標
（
１
）
研
究
水
準
及
び
研
究
の
成
果
等
に
関
す
る
目
標
成
果
の
社
会
へ
の
還
元
【４】
社会のニーズを踏ま
え、地域の産業界・
自治体等と連携し、
本学の特色を生かし
た研究成果を社会に
還元する。
【４－１】
効率的かつ効果的な運用が行える知財体制
を構築し、技術移転を加速・拡大するとと
もに、海外機関との共同研究など国際化に
対応できる体制を構築する。
①地域における知的財産に関する連携体制
として「知財エキスパートコンソーシア
ム」を構築し、学内外知財人材の育成を推
進するとともに、産学官連携マッチングシ
ステムを構築する。
②海外との産学官連携ポリシーの検討と、
連携に係る各種契約等の課題の抽出を行う。
また、安全保障輸出管理体制を構築し、運
用を開始する。
【４－２】
社会のニーズと大学の研究成果の効果的・
効率的な結びつきを促進するとともに、地
域イノベーションを目指す産学官連携研究
拠点の形成を図る。
①シーズ集等の充実、新技術説明会や成果
展示会等の開催により、社会のニーズと大
学の教育・研究成果の効果的・効率的な結
びつきを促進するとともに、CSF（コンサ
ルティング＆ソリューションファクトリ）
の整備を開始する。
②地域産学官共同研究拠点を整備するとと
もに、広域的産学官連携アライアンスの形
成を推進する。
（
２
）
研
究
実
施
体
制
等
に
関
す
る
目
標
研
究
環
境
の
整
備
【５】
研究面でのグローバ
ル化を図り、特色あ
る研究成果を世界に
向け発信するための
体制及び環境を整備
する。
【５－１】
国際的共同研究及び人的交流を推進するた
めの体制及び環境を整備する。
①国際共同研究及び人的交流推進のための
支援策について、第１期中期目標期間の取
組みや学内のニーズを踏まえ検討を開始す
る。
②国際化の推進に必要な戦略について、第
１期中期目標期間の取組みや学内のニーズ
を踏まえ検討を開始し、研究の国際化に必
要な学内体制の見直しを図る。
【６】
教員個人及び組織の
研究目標の達成並び
に新たな研究分野の
開拓に向け、適切な
研究体制及び環境を
確保する。
【６－１】
大学、学部などの枠を超えた様々な連携体
制を構築する。
①全学及び各部局は、国内共同研究や多様
な学内共同研究を実施するとともに、これ
らに係る支援施策の検討を開始する。
【６－２】
学内資金として基盤的研究経費及び競争的
研究経費を確保し、評価に基づき適切に配
分するとともに、科研費を始めとする外部
資金の獲得を推進する。
①第１期中期目標期間に引き続き、基盤的
研究経費及び学長裁量経費による重点的な
研究経費等を確保しつつ、評価に基づく配
分の在り方について、全学で総合的な視点
から検討する。
②各関係部局が連携し、外部資金獲得のた
めの支援策等の検討を開始し、着手可能な
ものから実施する。
【６－３】
附属図書館、学内情報ネットワーク等の全
学共通研究インフラを維持・充実する。
①学術情報基盤である電子ジャーナルや文
献データベースについて、利用状況を勘案
しつつ、効果的な活用を図るとともに、所
蔵資料を対象とした電子図書館の充実を継
続する。
②共通無線 LAN設備の拡大と信頼性の向
上に関する検討を開始するとともに、基幹
LAN設備の安定的運用などへの施策を検討
する。
研
究
の
質
の
向
上
【７】
研究水準の向上を図
るため、適切な評価
を実施する。
【７－１】
研究の質・量に関し多面的な評価を実施し、
研究資源配分を含め適切にフィードバック
するシステムを構築する。
①第１期中期目標期間での取組みも参考に
しつつ、多面的な評価方法について個人・
組織別に見直しを行い、適切なフィードバ
ックシステムの構築に着手する。
―３９―
中期目標 中期計画 平成２２年度 年度計画

大
学
の
教
育
研
究
等
の
質
の
向
上
に
関
す
る
目
標
３
そ
の
他
の
目
標
（
１
）
社
会
と
の
連
携
や
社
会
貢
献
に
関
す
る
目
標
【１】
地域の知の拠点とし
て、高度な知的資源
を社会に還元する。
【１－１】
地域ニーズを的確に把握し、大学の持つ知
的資源を有効に社会還元できる全学の体制
を整備・充実する。
①広報や地域貢献を担う全学のセンターや
各部局の連携を強化するとともに、地域と
の連携により、地域ニーズを踏まえた知的
資源の社会への還元を一層推進するための
体制の在り方を検討する。
【１－２】
教育、研究、診療活動などの成果を広く社
会に情報発信し、成果を社会へ還元する。
①全学的な広報戦略の充実を図り、教育、
研究、診療活動などの成果を広く社会に発
信するための方策を検討する。
【２】
地域との連携などに
よる生涯学習とキャ
リアアップ学習を推
進する。
【２－１】
一般市民を対象とした公開講座や市民開放
プログラムに加え、地域での活動を担う市
民・職業人の学習を積極的に支援する。
①一般市民を対象とした公開講座等の推進
や地方公共団体等との連携によるキャリア
アップ学習等支援に係る施策を検討・実施
する。
【３】
地域との連携などに
より、地域の活性化
等に貢献する。
【３－１】
地域を構成する一員として、地域の活性化
に繋がる多様な教育、研究、診療活動など
を推進するとともに、地域、関係機関等と
連携し、国際交流を通じた社会貢献を行う。
①地域活性化の促進に繋がる必要な体制整
備等について検討するとともに、地方公共
団体等と連携した地域の活性化や地域の発
展・充実への貢献策について検討・実施す
る。
②地方公共団体、企業、教育機関、JICA
及び NPO等と連携し、国際交流活動を推
進するための行動計画を策定・推進する。
（
２
）
附
属
病
院
に
関
す
る
目
標
○教育・研究面
【１】
地域及び国際社会の
先端で活躍する自立
した教育・研究能力
を有する優れた医療
人を養成・輩出し，
高度かつ先端的医療
の研究開発を遂行す
る教育研究環境を整
備して，国際社会や
地域社会の明日の医
学医療に貢献する。
○教育・研究面
【１－１】
地域及び国際社会に貢献できる卓越した教
育・研究能力を有する医療人の養成プログ
ラムを構築し，がん医療やER型救急医療，
緊急被ばく医療，国際災害外科医療などの
高度な教育を行う。
①ER型救急医療、国際災害外科医療など
の医療人養成プログラム構築の検討を開始
するとともに、がんに係わる専門教育を実
施する。
②卒前教育・卒後臨床研修におけるスキル
ラボ教育を充実させるため、教育環境整備
の検討を開始する。
【１－２】
治験・先進医療センターの充実を図り，高
エネルギー医学研究センター等との緊密な
る連携のもとに，わが国の今日的問題を解
決するための先進医療の研究開発を推進す
る。
①治験ネットワーク化について検討を開始
する。また、高エネルギー医学研究センタ
ーとの連携を強化するため、PET臨床研究
支援体制を整備する。
○診療面
【２】
社会的要請の強い医
療分野の充実を図り，
高品質で高い安全性
を有する医療を提供
する。
○診療面
【２－１】
臓器・疾患機能別に病棟を集約化し，医療
を効率的に提供するとともに，災害時の拠
点病院としての機能を強化する。
①臓器・疾患機能別集約化構想の策定を進
めるとともに、災害時における救護体制整
備の検討を開始する。
【２－２】
がん・生活習慣病・周産期医療など，社会
的要請の強い医療分野での診療体制を整備
・充実して，高度な医療を提供する。
①がん診療推進センターの充実を図るとと
もに、がん、生活習慣病等に関する情報を
発信し、地域住民への貢献を図る。
②地域医療再生計画に即し、周産期医療体
制の機能を強化する。また、最先端の医療
機器を導入し、低侵襲で優しい高度な医療
を推進する。
【２－３】
医療安全・危機管理体制を強化し，安全・
安心な医療に努める。
①医療システムのリスク評価・改善を図る
とともに、オカレンス報告のデータベース
化及び根本分析やリスク評価を行う人材育
成を開始する。
【２－４】
患者のニーズを踏まえ，安心で快適な診療
環境を提供する。
①患者満足度調査及び患者からの要望等に
ついて分析を行い、対応策を院内に周知徹
底する。また、患者、家族及び職員に対す
るアメニティについて検討を開始する。
―４０―
中期目標 中期計画 平成２２年度 年度計画

大
学
の
教
育
研
究
等
の
質
の
向
上
に
関
す
る
目
標
３
そ
の
他
の
目
標
（
２
）
附
属
病
院
に
関
す
る
目
標
○運営面
【３】
堅固な経営基盤を構
築するため，環境の
整備・経営改善を推
進する。
○運営面
【３－１】
病院運営体制・環境整備の充実を図り，病
院長のリーダーシップの下，迅速な意思決
定による病院運営を推進する。
①病院長のリーダーシップの下、病院執行
部会等による意見・助言等に迅速に対応し、
病院運営に反映させる。また、医療現場の
ニーズに合った病院再整備を計画する。
【３－２】
外部評価に基づく病院機能の継続的な改善
を行う。
① ISO９００１を継続し、病院機能評価の評価
項目も踏まえた品質マネジメントシステム
の向上を図る。
【３－３】
地域の中核医療機関として，他の医療機関
との連携を強化する。
①地域医療機関等からのニーズを把握する
とともに、地域医療機関等との連携を強化
する。
【３－４】
月次損益，診療科別目標値達成状況等から
経営状況をタイムリーに把握し，増収に向
けた戦略を策定・実施するとともに，病院
収入を踏まえた診療経費等に関する分析を
行い，経費削減に向けた改善策を実施する。
①経営状況をタイムリーに把握するために、
月次損益及びキャッシュフローなどを作成
するとともに、増収に向けた戦略の策定な
どに着手する。また、経営データによる診
療経費等の削減に向けた改善策や医療機器
の規格統一化に向けた検討を開始する。
（
３
）
附
属
学
校
に
関
す
る
目
標
【１】
地域における先進的
な教育実践と研究の
中心として、大学教
員と附属４校園の協
働体制のもと、学校
教育法の理念と幼児
・児童・生徒の状況
に即した教育の実践
と研究を行うととも
に、教職大学院の拠
点校として、長期実
習を中核とした学生
の実践力向上と教師
教育を推進し、地域
に開かれた学校づく
りを目指す。
【１－１】
学習指導要領の改訂を踏まえて、附属幼稚
園・小学校・中学校では幼－小－中、附属
特別支援学校では小－中－高の計１２年間を
見通した教育理念・方針を策定し、これに
基づく実践と研究を推進する。
①附属学校園教員と大学教員で組織する
「学校改革会議」のもとに、１２年間教育の
在り方を検討するプロジェクトチームを結
成し、４つの学校園協働によるマネージメ
ント体制を確立するとともに、４校園合同
の研究会・学習会等を通じて相互の理解と
交流を深めながら、１２年間を見通した教育
理念・指針の策定に着手する。
【１－２】
今日的な教育課題である不登校児や特別な
支援を必要とする発達障害等の幼児・児童
・生徒の支援体制を構築し、保護者や学外
機関とも連携しながら、子ども一人ひとり
の成長・発達や状況に配慮した教育を推進
する。
①「学校改革会議」のもとに、学外の専門
家も加えたプロジェクトチームを結成し、
不登校、発達障害や心身障害等の特別な配
慮や支援が必要な子どもの総合的な支援を
検討するための４つの学校園協働によるマ
ネージメント体制を確立する。
【１－３】
附属学校園をフィールドとした大学教員の
研究を積極的に進め、確かな実践力を培う
ための学生実習や教師教育の体制を策定す
るとともに、教育先進校としての地域貢献
を推進する。
①地域の教育先進校として、保護者や地域
住民を対象とした講演会・相談会等を開催
し、相互の交流や連携の強化を図る。
②地域のモデル校として、教職大学院や教
育委員会とも連携しながら、大学教員や公
立学校教員との合同の研究会・交流会等を
積極的に実施するとともに、大学主催の学
会・研究会や教員免許更新講習等への参加
協力を通じて教員の質の向上に資する教師
教育をサポートする。

業
務
運
営
の
改
善
及
び
効
率
化
に
関
す
る
目
標
１
組
織
運
営
の
改
善
に
関
す
る
目
標
【１】
本学の教育研究医療
及び社会貢献上の使
命を果たすため、学
長をトップとするガ
バナンスの在り方、
学長のリーダーシッ
プを支える体制や裁
量的予算・人件費、
学外者の意見の効果
的な活用、教育研究
組織の在り方などに
ついて継続的に点検
・改善を行う。
【１－１】
第１期中期目標期間中に構築した法人の経
営体制について点検を行い、学長のトップ
マネジメントによる効果的な大学運営を推
進する。
①第１期中期目標期間中に構築した法人の
経営体制について点検総括を行い、必要な
改善策の検討に着手する。
【１－２】
学問動向、社会ニーズ、特徴的分野の変遷
などに対応した教育研究組織の見直しを図
り、教育研究等の活性化に資する人員配置、
人事制度の構築について、全学的な視点か
ら機動的に推進する。また、大学の目標、
方向性に基づく戦略的な予算配分に関し、
必要な点検を行い、可能な改善を進める。
①第１期中期目標期間の教育研究組織や人
事制度、戦略的予算配分などの在り方につ
いて点検する。
―４１―
中期目標 中期計画 平成２２年度 年度計画

業
務
運
営
の
改
善
及
び
効
率
化
に
関
す
る
目
標
２
事
務
等
の
効
率
化
・
合
理
化
に
関
す
る
目
標
【２】
法人経営・大学運営
を効果的、効率的に
支える事務局づくり
のため、人材育成を
含めた事務局活性化
・改革を推進する。
【２－１】
「組織はひと」という観点から、第１期中
期目標期間中に改革した事務局職員の採用
・研修・評価等の在り方を点検・改善し、
一層のひとづくりを推進する。また、機動
的な事務局づくりを行うためのPDCAサイ
クルを確立させ、組織・業務の見直しを含
めた事務局改革を推進する。これらの目的
を実現するため、平成２２年度末までに職員
による大学職員理念（仮称）を策定し、２３
年度までにひとづくりを含めた事務局改革
のための新たな手法を検討し、改革の準備
を進める。２４年度から２６年度に改革を実施
し、２７年度に活動成果を点検し必要な場合
調整・改善を行い、次期期間に繋げる。
①大学職員理念（仮称）の策定などにより、
新たなひとづくり、機動的な事務局作りを
開始する。
【２－２】
事務情報化による電子事務局構築を推進す
る。電子事務局構築に必要な調査検討を２３
年度までに行い、可能な電子化を２４年度以
降進め、２７年度には導入成果の総括を行う。
①電子事務局構築に必要な調査検討などに
着手する。

財
務
内
容
の
改
善
に
関
す
る
目
標
自
己
収
入
の
増
加
に
関
す
る
目
標
１
外
部
研
究
資
金
、
寄
附
金
そ
の
他
の
【３】
外部資金等の自己収
入獲得支援体制の見
直しを行い、自己収
入の増加を可能とす
る体制強化を進める。
【３－１】
外部研究資金、寄附金その他の自己収入獲
得に必要な支援体制の見直しを行い、外部
人材の活用を含め、より機動的な支援が可
能となるよう体制の強化を推進する。
①外部研究資金、寄附金その他の自己収入
獲得に必要な支援体制等の見直しに着手す
る。
【４】
継続的・安定的な病
院運営に資するため、
経営分析に基づいて
戦略を策定し実施す
る。
【４－１】
月次損益、診療科別目標値達成状況等から
経営状況をタイムリーに把握し、増収に向
けた戦略を策定・実施する。
①経営状況をタイムリーに把握するために
月次損益及びキャッシュフローなどを作成
するとともに、増収に向けた戦略の策定な
どに着手する。
２
経
費
の
抑
制
に
関
す
る
目
標
（
１
）
人
件
費
の
削
減
【５】
「簡素で効率的な政
府を実現するための
行政改革の推進に関
する法律」（平成１８
年法律第４７号）に基
づき、平成１８年度以
降の５年間において
国家公務員に準じた
人件費削減を行う。
更に、「経済財政運
営と構造改革に関す
る基本方針２００６」（平
成１８年７月７日閣議
決定）に基づき、国
家公務員の改革を踏
まえ、人件費改革を
平成２３年度まで継続
する。
【５－１】
「簡素で効率的な政府を実現するための行
政改革の推進に関する法律」（平成１８年法
律第４７号）に基づき、国家公務員に準じた
人件費改革に取り組み、平成１８年度からの
５年間において、△５％以上の人件費削減
を行う。更に、「経済財政運営と構造改革
に関する基本方針２００６」（平成１８年７月７
日閣議決定）に基づき、国家公務員の改革
を踏まえ、人件費改革を平成２３年度まで継
続する。
①人件費削減に関する中期目標を達成する
ために必要な改革を継続するとともに、本
学策定の「総人件費削減対策と定数管理に
ついて（Ｈ１８．１１．１５役員会決定）」の検証
・見直しを開始する。
（
２
）
人
件
費
以
外
の
経
費
の
削
減
【６】
民間的手法などを参
考とし、調達コスト
の抑制に努めるとと
もに、本学の経営戦
略上重要な経費を除
き、管理的経費の削
減努力を継続的に進
める。
【６－１】
民間企業のノウハウ導入、コスト意識の徹
底、改善活動、省エネ活動、他大学との情
報交換などを通し、調達コストの抑制に努
めるとともに、広報費や研修費用など本学
の経営戦略上重要な経費を除く管理的経費
の削減努力を継続的に進める。
①調達コスト抑制を目的に、民間企業のノ
ウハウの学習、他大学との情報交換、改善
活動などに着手するとともに、経営戦略上
重要な経費を除く管理的経費の削減努力を
進める。
【６－２】
病院収入を踏まえた診療経費等に関する分
析を行い、経費削減に向けた改善策を実施
する。
①経営データによる診療経費等の削減に向
けた改善策や医療機器の規格統一化に向け
た検討を開始する。
―４２―
中期目標 中期計画 平成２２年度 年度計画

財
務
内
容
の
改
善
に
関
す
る
目
標
改
善
に
関
す
る
目
標
３
資
産
の
運
用
管
理
の
【７】
流動資産及び固定資
産の効果的な管理運
用を推進する。
【７－１】
運用可能な資金に関しては、第１期中期目
標期間中の資金運用指針、具体の運用に対
するレビューを行い、外部専門家の助言も
踏まえ、より効果的な資金運用方法を検討
し、可能な方策を実施する。また、大学が
保有する固定資産（特に建物・設備など）
の点検評価を行い、効果的・効率的な運用
を図る。
①運用可能な資金に関して、第１期中期目
標期間の資金運用指針、具体の運用に対す
るレビューを行う。また、大学保有の固定
資産（特に建物・設備など）の効果的・効
率的な運用を図るための点検評価を開始す
る。

自
己
点
検
・
評
価
及
び
当
該
状
況
に
係
る
情
報
の
提
供
に
関
す
る
目
標
目
標
１
評
価
の
充
実
に
関
す
る
【８】
教育研究の活性化や
大学運営の継続的な
改善に向け、評価を
積極的に活用する。
【８－１】
教員と教員以外の職員に係る個人評価制度
の整備・充実を図り、一層の業務の活性化
に繋がる評価制度を構築する。また、各事
業等に係る資源配分結果を検証し、教育研
究の活性化や大学運営の改善を推進する。
①教育研究活動等を始めとする本学の業務
の一層の活性化を目的に、第１期中期目標
期間に構築した教職員の個人評価制度の点
検を行う。
②第１期中期目標期間内の事業等について
資源配分結果の検証を進めるとともに、評
価に基づく配分の在り方についての総合的
な検討を開始する。
関
す
る
目
標
発
信
等
の
推
進
に
２
情
報
公
開
や
情
報
【９】
国民に支えられて成
立している国立大学
法人であることを踏
まえ、教育研究等成
果の社会への還元を
積極的に推進する。
【９－１】
本学の教育研究等活動の成果や運営状況に
係る情報発信等の在り方をレビューし、必
要な改善策を積極的に推進する。
①広報や地域貢献を担う全学のセンターや
各部局において、第１期中期目標期間の教
育研究等活動の成果や運営状況に係る情報
発信等の在り方をレビューし、必要な改善
策の検討を進める。

そ
の
他
業
務
運
営
に
関
す
る
重
要
目
標
る
目
標
・
活
用
等
に
関
す
１
施
設
設
備
の
整
備
【１０】
施設設備面における
マネジメントの強化
により、施設等の整
備・有効活用を促進
し、教育研究環境を
充実させる。
【１０－１】
第１期中期目標期間中に策定や実施を進め
た施設マネジメント体制、キャンパスマス
タープラン、施設設備の整備・活用等につ
いて点検・改善を進め、効果的な施設設備
の整備・活用等を行う。
①第１期中期目標期間の施設マネジメント
体制、キャンパスマスタープラン、施設設
備の整備・活用等について点検に着手し、
並行して施設設備の整備・活用等を継続す
る。
２
安
全
管
理
に
関
す
る
目
標
【１１】
安全管理を含む危機
管理体制を点検し、
危機管理体制を充実
させる。
【１１－１】
学生の修学環境、職員の職場環境の改善を
行うとともに、第１期中期目標期間中に構
築した危機管理体制について、経営上のリ
スクマネジメントの観点から点検し、危機
管理体制の維持改善を推進する。点検は平
成２２年度から２３年度にかけて実施し、必要
な改善を２４年度以降実施する。
①学生の修学環境、職員の職場環境の改善
を進める。
②第１期中期目標期間中に構築した危機管
理体制について、経営上のリスクマネジメ
ントの観点から点検を開始する。
【１２】
情報の適正な管理を
行うため、情報セキ
ュリティ体制の充実
強化を図る。
【１２－１】
情報システムの管理運用に係る規程等につ
いて必要に応じて見直しを行うことや、情
報セキュリティに関する職員の意識向上を
図ることなどにより、情報セキュリティ体
制の充実強化を進める。
①情報セキュリティ体制の充実に資するた
め、情報システム運用関連規程の点検や情
報セキュリティに係る職員の意識向上のた
めの研修会等を実施する。
関
す
る
目
標
３
法
令
遵
守
に
【１３】
適正、適切な法人経
営に資するため、法
令遵守体制の点検、
改善、充実を進める。
【１３－１】
監査機能を含めた法令遵守（コンプライア
ンス）体制について、点検や見直しを行い、
必要な改善や充実を行うとともに、法令遵
守に関する職員の意識の向上を図るため、
講習会などを実施する。
①監査機能を含めた法令遵守（コンプライ
アンス）体制について、点検や見直しを行
い、また、職員の意識の向上を図るための
講習会などを実施する。
―４３―
